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第１章 はじめに 

 背景と目的 

熊谷市（以下「本市」という。）には、第一水光園、荒川南部環境センター、妻沼南河原環境

浄化センターの３つのし尿処理施設があります。 

このうち第一水光園は、稼働開始から４０年が経過しており、一般的なし尿処理施設の耐用

年数とされる２０年を大きく超過しています。これまで部分的修繕による補修は行われてきたもの

の、大規模修繕工事や長寿命化工事等は実施されておらず、建築設備や設備機器類の老朽

化も進行しているため、早急な施設の整備又は更新が求められています。 

荒川南部環境センターは稼働開始から２０年未満の施設で、既存３施設の中で最も新しい施

設です。また、妻沼南河原環境浄化センターは稼働開始から２４年が経過しており、敷地を行

田市から借用していること、土地の行田市への早期返還が求められていること等の理由から、

できる限り早い段階で廃止することを検討しています。 

現在、本市で発生するし尿及び浄化槽汚泥は、上記の既存３施設で処理され、生じた処理

汚泥は焼却又は堆肥化されています。 

これらの各施設が抱える課題に対応するため、令和３年１２月２３日策定の「熊谷市循環型社

会形成推進地域計画」に基づき、既存３施設の機能を集約した（仮称）汚泥再生処理センター

（以下「新施設」という。）を新たに整備することが本施設整備基本計画（以下「本計画」という。）

の目的となります。 

本計画は、令和元年度策定の「熊谷市生活排水処理基本計画」のほか、「廃棄物処理施設

整備国庫補助事業に係る汚泥再生処理センター等の性能に関する指針について（環境省）」

及び「汚泥再生処理センター等施設整備の計画・設計要領２０２１改訂版（公益社団法人全国

都市清掃会議）」（以下「設計要領」という。）等に基づき、計画処理区域内から発生するし尿及

び浄化槽汚泥等を適正に処理するため、処理対象物の将来処理量の設定及び国の制度、規

制・基準、経済性、安全性等を勘案した施設整備に向けた諸条件等の整理を行い、その基本

計画を定めるものです。 

表１-１に、既存３施設の概要を示します。 
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表１-１ 既存のし尿処理施設概要 

施設名称 第一水光園 荒川南部環境センター 
妻沼南河原 

環境浄化センター 

所在地 熊谷市上之３２７６ 熊谷市津田１７７８ 
行田市大字中江袋 

２６１-１ 

建築年度 昭和５７年度（１９８２） 平成１６年度（２００４） 平成１０年度（１９９８） 

稼働年数  ４０ 年  １８ 年  ２４ 年 

面積 

敷地面積 １３,４５６.００ ㎡ ６,９６１.３８ ㎡ ５,６１１.３３ ㎡ 

建築面積 ４,６４６.２５ ㎡ ３,２５２.１９ ㎡ ２,３５３.００ ㎡ 

処理能力 

し尿 １３１ ｋＬ/日  ４ ｋＬ/日 ２０ ｋＬ/日 

浄化槽汚泥  ２９ ｋＬ/日 ３８ ｋＬ/日 ２５ ｋＬ/日 

計 １６０ ｋＬ/日 ４２ ｋＬ/日 ４５ ｋＬ/日 

水処理方式 
低希釈二段活性汚泥法 

＋高度処理 

膜分離高負荷生物脱窒素 

＋高度処理 

高負荷脱窒素 

＋高度処理 

汚泥処理方法 堆肥化（委託処理） 焼却、一部堆肥化 焼却、一部堆肥化 

施設建設費 ２,１５５,５５０ 千円 ２,２５７,５００ 千円 １,２０３,８２５ 千円 

施設運営管理方式 直営 委託 委託 
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第２章 基本的な事項の整理 

 建設用地条件 

新施設は、既存３施設のおおむね中間に位置し、既存施設を稼働させながら敷地内に建設

が可能となる第一水光園敷地内に建設することを予定しています。処理水を公共下水道へ放

流可能な場所も、既存３施設では当敷地のみとなっています。 

（１）位置・面積 

事業計画地は、第一水光園の敷地内に当たります。所在地及び面積は以下のとおりです。 

 

    所 在 地：熊谷市上之３２７６番地（現：第一水光園敷地内） 

    敷地面積：１３,４５６㎡ 

 

建設用地位置図を図２-１に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２-１ 建設用地位置図 
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（２）地形・地質・地盤条件 

本市は、関東平野の中央、埼玉県の北部に位置し、南北約２０ｋｍ、東西約１４ｋｍで、   

１５９.８２ｋ㎡の面積を有しています。市域の地形の大半は、荒川によって形成された扇状地

から漸移した氾濫平野（熊谷低地）となっています。荒川の流路変化点（流下方向が東方向

から南東方向に変化する地点）に位置しているために、過去に洪水氾濫を繰り返し、その結

果として、氾濫平野には、旧河道が網状に複雑に存在し、それらに沿うように自然堤防が発

達しています。低地は利根川によって形成された旧河道、自然堤防が発達した妻沼低地と、

荒川によって形成された扇状地性の堆積物を主体とする熊谷低地に分類され、市域北部を

東西に流下する福川がそれぞれの境界線です。また、市の西部には、櫛挽台地（標高約３０

～６０ｍ）が、南部には、比企丘陵北端部に当たる江南台地（標高約４５～６０ｍ）がそれぞれ

分布してますが、いずれも範囲は狭く、市域のほとんどが標高差の少ない平地となっていま

す。 

本市の表層地質は、櫛挽台地や江南台地に分布するローム層、扇状地や氾濫平野に分

布する砂泥を主体とした沖積層に大別されます。台地部は、砂泥れきの互層を主体とした

新第三紀中新統を基盤とし、その上位に秩父古生層を起源とする砂れき層（東京層相当層）

が堆積しており、表層は、櫛挽台地では立川ローム層以上の層準のロームが層厚０.５ない

し２ｍ、江南台地では武蔵野ローム層以上の層準のロームが層厚４ないし５ｍ、それぞれ堆

積しています。熊谷低地には、砂れき層（東京層相当層）の上位に未固結の沖積層が堆積

しており、層厚は荒川の流下方向と相関し、東に行くほど厚くなる傾向となっています。表層

は地形状況を反映しており、旧河道、氾濫原には泥質を主体とした堆積物が、自然堤防に

は砂質を主体とした堆積物がそれぞれ堆積しています。 

新施設の建設に当たり、現在の地質及び地盤条件に関して詳細を把握するため、令和５

年度以降にボーリング調査及び埋設物調査の実施を予定しています。 
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（３）周辺土地利用状況 

建設用地の周辺現況図を図２-２に示します。 

建設用地周辺は広く農地となっていますが、南側は工場や事業所と隣接し、東西方向共

に３００ｍ以遠は住宅密集地となっています。また、東側２００ｍには行田市との市境界線が

存在します。北西方向６００ｍ地点には熊谷市立熊谷東中学校が、南東方向７００ｍ地点に

は秩父鉄道のソシオ流通センター駅が存在し、現施設の南側に隣接する忍川との間に位置

する道路は、熊谷東中学校の通学路に指定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２-２ 周辺現況図 
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（４）都市計画 

建設用地は、都市計画法第１１条に定める汚物処理場として昭和３３年２月１０日（建設省

告示第１７２号）に「熊谷市立杣殿（そまどの）処理場」の名称で都市計画決定されています

（面積１.３９ｈａ）。詳細な都市計画に関する基本事項は、表２-１に示すとおりです。 

 

表２-１ 建設用地の都市計画に関する基本事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都 市 計 画 区 域 熊谷都市計画区域 

区 域 区 分 市街化調整区域 

用 途 地 域 なし 

防火地域及び準防火地域 なし 

地 区 計 画 なし 
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 関係法令等 

（１）関係法令 

新施設の整備に関する法令等を、表２-２～表２-５に示します。 

 

 表２-２ し尿処理施設建設に係る環境保全関係法令 

法令等 適用範囲等 

廃棄物の処理及び 

清掃に関する法律 

し尿処理施設（浄化槽法第２条第１号に規定する浄化槽を除く）は本法の対象とな

る。また、し尿処理施設に設置される焼却設備（１時間当たり２００ｋｇ以上又は火格

子面積が２㎡以上）は廃棄物焼却施設の基準が適用される。 

大気汚染防止法 
火格子面積が２㎡以上又は焼却能力が１時間当たり２００ｋｇ以上である廃棄物焼却炉

を有する場合は、本法のばい煙発生施設に該当する。 

水質汚濁防止法 

処理対象人員が５０１人以上（指定地域内においては２０１人以上５００人以下）のし尿処

理施設は本法の特定施設（指定地域特定施設）に該当し、公共用水域へ排出水（雨

水を含む）を排出する場合、規制の対象となる。 

騒音規制法 
空気圧縮機及び送風機（原動機の定格出力が７.５ｋＷ以上のものに限る。）は、本法

の特定施設に該当し、知事が指定する地域では規制の対象となる。 

振動規制法 
圧縮機(原動機の定格出力が７.５ｋＷ以上のものに限る。)は、本法の特定施設に該当

し、知事が指定する地域では規制の対象となる。 

悪臭防止法 
本法においては、特定施設制度をとっていないが、知事が指定する地域では規制を

受ける。 

下水道法 
し尿処理施設（処理対象人員が５００人以下の浄化槽を除く）から公共下水道に排出

する場合、本法の特定施設に該当する。 

ダイオキシン類 

対策特別措置法 

し尿処理施設に設置される焼却設備は、火格子面積が０.５㎡以上又は焼却能力が１

時間当たり５０ｋｇ以上のものが本法の特定施設に該当する。 

都市計画法 
都市計画区域内に本法で定める汚物処理場（し尿処理施設）を設置する場合、都市

施設として計画決定が必要 

河川法 河川区域内の土地において工作物を新築、改築又は除去する場合 

急傾斜の崩壊による 

災害防止に関する法律 

急傾斜地崩壊危険区域における、急傾斜地崩壊防止施設以外の施設、又は工作物の

設置・改造の制限 

宅地造成等規制法 宅地造成工事規制区域内に汚泥再生処理センターを建設する場合 

道路法 電柱、電線、水管、ガス管等、継続して道路を使用する場合 

土壌汚染対策法 
有害物質使用特定施設を廃止したとき、一定規模（３,０００㎡以上）の土地の形質変

更を行うとき、健康被害が生ずるおそれがあるときは本法の適用を受ける。 

  



８ 

 

表２-３ し尿処理施設の設置、土地利用規制及び設備等に関する法令 (１) 

  

法令等 適用範囲等 

都市緑地法 緑地保全地区内において、建築物その他の工作物の新築、改築又は増築をする場合 

首都圏近郊緑地保全法 
保全区域（緑地保全地区を除く）内において、建築物その他の工作物の新築、改築

又は増築をする場合 

自然公園法 

国立公園又は国定公園の特別地域において、工作物を新築、改築又は増築する場合 

国立公園又は国定公園の普通地域において、一定の基準を超える工作物を新築、改

築又は増築する場合 

鳥獣の保護及び管理並びに 

狩猟の適正化に関する法律 
特別保護地区内において、工作物を新築、改築又は増築する場合 

農地法 工場を建設するために農地を転用する場合 

都市再開発法 
市街地再開発事業の施工地区内において、建築物その他の工作物の新築、改築等を

行う場合 

土地区画整理法 
土地区画整理事業の施行地区内において、建築物その他の工作物の新築、改築等を

行う場合 

文化財保護法 土木工事によって「周知の埋蔵文化財包蔵地」を発掘する場合 

工業用水法 
指定地域内の井戸（吐出口の断面積の合計が６ｃ㎡を超えるもの）により地下水を採

取してこれを工業の用に供する場合 

建設物用地下水の採取の 

規制に関する法律 

指定地域内の揚水設備（吐出口の断面積の合計が６ｃ㎡を超えるもの）により冷暖房

設備、水洗便所、洗車設備の用に供する地下水を採取する場合 

建築基準法 
建築物を建築しようとする場合、建築主事の確認が必要（用途地域別の建築物の制

限有） 

消防法 

建築主事は、建築物の防火に関して、消防長又は消防署長の同意を得なければ、建

築確認等は不可 

重油タンク等は危険物貯蔵所として本法により規制 

航空法 

進入表面、転移表面又は平表面の上に出る高さの建造物の設置に制限 

地表面又は水面から６０ｍ以上の高さの物件及び省令で定められた物件には、航空障

害灯が必要 

昼間において航空機から視認が可能であると認められる煙突、鉄塔等で地表又は水

面から６０ｍ以上の高さのものには昼間障害標識が必要 

電波法 
伝搬障害防止区域内において、その最高部の地表からの高さが３１ｍを超える建築物

その他の工作物の新築、増築等の場合 

有線電気通信法 有線電気通信設備を設置する場合 

放送法 
有線テレビジョン放送施設を設置し、当該施設により有線テレビジョン放送の業務

を行う場合 

高圧ガス保安法 高圧ガスの製造、貯蔵等を行う場合 

電気事業法 

特別高圧（７,０００Ｖ以上）で受電する場合 

高圧受電で受電電力の容量が５０ｋＷ以上の場合 

自家用発電設備を設置する場合及び非常用予備発電装置を設置する場合 
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表２-４ し尿処理施設の設置、土地利用規制及び設備等に関する法令 (２) 

 

 

 表２-５ し尿処理施設の建設及び設置に係る埼玉県及び熊谷市条例 

 

 

  

法令等 適用範囲等 

労働安全衛生法 事業場の安全衛生管理体制等汚泥再生処理センター運営に関連記述が存在 

自然環境保全法 原生自然環境保全地域内に建築物その他の工作物の新築、改築等を行う場合 

森林法 保安林等にし尿処理施設を建築する場合 

土砂災害警戒区域等における 

土砂災害防止対策の推進に 

関する法律 

土砂災害警戒区域等にし尿処理施設を建設する場合 

砂防法 砂防指定地域内で制限された行為を行う場合は、都道府県知事の許可が必要 

地すべり等防止法 地すべり防止区域にし尿処理施設を建設する場合 

農業振興地域の整備に関する

法律 
農用地区域内に建築物その他の工作物の新築、改築等を行う場合 

景観法 
景観計画区域内において、建築物や工作物の建築等の行為、土地の現状変更行為を

行う場合 

土地収用法 用地取得に際し、地権者への税優遇制度の適用根拠（要、税務署協議） 

水防法 浸水想定区域内において開発行為を行う場合 

法令等名称 適用範囲等 

熊谷市が設置する 

一般廃棄物処理施設に係る 

生活環境影響調査結果の 

縦覧等の手続に関する条例 

し尿処理施設設置の届出に際し実施した、生活環境影響調査の結果及び報告書等は

本条例にのっとり縦覧等を行う。 

埼玉県生活環境保全条例 

収容能力が２０台以上又は自動車等の駐車の用に供する部分の面積が５００㎡以上の

駐車場の設置者には、利用者にアイドリング・ストップを行うよう周知する義務が

ある。 

収容能力が２０台以上の自動車駐車場は区域の区分ごとに騒音と振動に関する規制

がかかる。 

ふるさと埼玉の緑を守り 

育てる条例 

敷地面積１,０００㎡以上の建築行為（新築、改築、増築、移転）を行う場合、緑化計画

届出制度の適用を受ける。 

熊谷市景観条例 
熊谷市景観計画で定める地区区分に基づき、建築物の建築や工作物の建設等の規模

に応じて通知が必要 
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（２）規制基準 

ア  騒音・振動 

騒音規制法、振動規制法及び埼玉県生活環境保全条例により、特定工場等で発生

する騒音・振動について、以下表２-６、表２-７に示す規制基準が定められています。

本市では、市の全域が規制地域に指定されています。施設用地に該当する区分を、表

中にオレンジ色で示します。 

 

表２-６ 騒音に係る規制基準 

   
 

表２-７ 振動に係る規制基準 

                         時間の区分 

区域の区分 

昼 

（午前８時～午後７時） 

夜 

（午後７時～午前８時） 

１

種 

第１・２種低層住居専用地域 

田園住居地域 

第１・２種中高層住居専用地域 

第１・２種住居地域 

準住居地域 

用途地域の指定のない区域 

都市計画区域外 

６０デシベル ５５デシベル 

２

種 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

工業地域 

６５デシベル ６０デシベル 

 

  

          時間の区分 

 

区域の区分 

朝 

（午前６時 

～午前８時） 

昼 

（午前８時 

～午後７時） 

夕 

（午後７時 

～午後１０時） 

夜 

（午後１０時 

～午前６時） 

１

種 

第１・２種低層住居専用

地域 

田園住居地域 

第１・２種中高層住居専

用地域 

４５デシベル ５０デシベル ４５デシベル ４５デシベル 

２

種 

第１・２種住居区域 

準住居区域 

用途地域の指定のない

区域 

都市計画区域外（一部

地域） 

５０デシベル ５５デシベル ５０デシベル ４５デシベル 

３

種 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

６０デシベル ６５デシベル ６０デシベル ５０デシベル 

４

種 

工業地域 

工業専用地域 
６５デシベル ７０デシベル ６５デシベル ６０デシベル 
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また騒音規制法、振動規制法では、建設工事として行われる作業のうち、著しい騒

音・振動を発生する作業を特定建設作業とし、特定建設作業に伴って発生する騒音・

振動に関する基準が以下表２-８、表２-９のように定められています。 

 

   表２-８ 特定建設作業に係る規制基準 

区  分 騒   音 振   動 

特定建設作業 

１. くい打機、くい抜機又はくい打くい抜機を使用

する作業 

２. びょう打機を使用する作業 

３. さく岩機を使用する作業 

４. 空気圧縮機を使用する作業 

５. コンクリートプラント等を設けて行う作業 

６. バックホウを使用する作業 

７. トラクターショベルを使用する作業 

８. ブルドーザーを使用する作業 

１. くい打機、くい抜機又はくい打くい抜機を使用

する作業 

２. 鋼球を使用して建築その他の工作物を破壊す

る作業 

３. 舗装版破砕機を使用する作業 

４. ブレーカーを使用する作業 

基 準 値 １号・２号：８５デシベル １号・２号：７５デシベル 

作業可能時刻 
１号：午前７時から午後７時 

 ２号：午前６時から午後１０時 

最大作業時間 
１号：１日当たり１０時間 

２号：１日当たり１４時間 

最大作業期間 １号・２号：連続６日間 

作 業 日 １号・２号：日曜その他の休日を除く日 

 

 

表２- 9 特定建設作業に係る規制の区域区分 

区域区分 用途地域 

１号区域 

第１・２種低層住居専用地域 

田園住居地域 

第１・２種中高層住居専用地域 

第１・２種住居地域 

準住居地域 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

用途地域の指定のない区域 

都市計画区域外（一部地域） 

上記以外の区域で、学校、保育所、病院、有床診療所、図書館及び特別養護老人ホーム、幼

保連携型認定こども園の周囲おおむね８０ｍ以内の区域 

２号区域 
工業地域 

工業専用地域（騒音のみ指定） 
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イ  悪臭 

悪臭防止法及び埼玉県生活環境保全条例により、埼玉県では地域ごとに、法律に

よって「特定悪臭物質濃度規制」又は「臭気指数規制」を、条例によって「臭気濃度規

制」を行っています。規制基準は図２-３に示すとおりです。 

本市は臭気指数規制（基準値１）地域に設定されており、また埼玉県の農業振興地

域整備基本方針（令和４年２月改定）により、都市計画法の市街化区域等を除いた区

域がＢ区域（農業振興地域）に指定されています。施設用地に該当する項目を、図中

にオレンジ色で示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：埼玉県・悪臭の規制について（悪臭防止法）    

 図２-３ 臭気指数規制 

 

  

１　敷地境界線における規制基準

（B、C区域を除く区域）
（農業振興地域）
（工業地域・工業専用地域）

２　煙突等の排出口における規制基準

３　排出水中の規制基準

B 区 域 臭気指数１８ 臭気指数２１
C 区 域 臭気指数１８ 臭気指数１８

区  域  区  分
基 準 値

基準値１ 基準値２
A 区 域 臭気指数１５ 臭気指数１５

基準は、敷地境界線の基準を用いて、悪臭防止法施行規則第６条の２に定める換算式により算出します。

基準は、敷地境界線の基準を用いて、悪臭防止法施行規則第６条の３に定める換算式により算出します。

換算式 Ｉｗ＝Ｌ＋１６

Ｉｗ：（排出水の臭気指数）

Ｌ：（敷地境界線における規制基準）

【臭気指数】

臭気濃度の値の対数に１０を乗じた数値

臭気指数＝１０×log10（臭気濃度）

例：臭気濃度６３の場合

１０×log10６３≒１８

臭気指数は１８となる。

【臭気濃度】

人間の嗅覚で臭気を感知することができなくなるまで希釈

した場合におけるその希釈倍数

例えば、１０００倍に無臭空気で希釈したときにににおいを感

知できなくなれば、臭気濃度１０００の臭気となる。
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ウ  排出水 

し尿等の処理水を放流する汚泥再生処理センターは、水質汚濁防止法及び下水道

法で定められた特定事業場に該当し、排出水中の有害物質と生活環境項目について

水質基準が設定されています。埼玉県における公共用水域及び下水道に処理水を排

出する場合の有害物質の排出基準を表２-１０、表２-１１に、生活環境項目の排出基準

を表２-１２に示します。 

表２-１０ 有害物質排出基準（１） 

項   目    基準値（※） 

カドミウム及びその化合物 （mg/L） ０.０３  以下 

シアン化合物 （mg/L） １     以下 

有機りん化合物 （mg/L） １     以下 

鉛及びその化合物 （mg/L） ０.１   以下 

六価クロム化合物 （mg/L） ０.５   以下 

ひ素及びその化合物 （mg/L） ０.１   以下 

水銀及びアルキル水銀その他水銀化合物 （mg/L）   ０.００５ 以下 

アルキル水銀化合物 （mg/L） 検出されないこと 

ポリ塩化ビフェニル（PCB） （mg/L） ０.００３ 以下 

トリクロロエチレン （mg/L） ０.１   以下 

テトラクロロエチレン （mg/L） ０.１   以下 

ジクロロメタン （mg/L） ０.２   以下 

四塩化炭素 （mg/L） ０.０２  以下 

1，2－ジクロロエタン （mg/L） ０.０４  以下 

1，1－ジクロロエチレン （mg/L） １     以下 

シス－1，2－ジクロロエチレン （mg/L） ０.４   以下 

1，1，1－トリクロロエタン （mg/L） ３     以下 

1，1，2－トリクロロエタン （mg/L） ０.０６  以下 

1，3－ジクロロプロペン （mg/L） ０.０２  以下 

チウラム （mg/L） ０.０６  以下 

シマジン （mg/L） ０.０３  以下 

チオベンカルブ （mg/L） ０.２   以下 

ベンゼン （mg/L） ０.１   以下 

セレン及びその化合物 （mg/L） ０.１   以下 

ほう素及びその化合物 （mg/L） １０     以下 

ふっ素及びその化合物 （mg/L） ８     以下 

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物 （mg/L） １００（＊） 以下 

1，4－ジオキサン （mg/L） ０.５   以下 

※公共用水域と下水道で共通の値 

＊１Ｌにつきアンモニア性窒素に０.４を乗じたもの、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量 
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表２-１１ 有害物質排出基準（２） 

項   目    基準値（※） 

ダイオキシン類 (pg-TEQ/L) １０     以下 

クロム及びその化合物 （mg/L） ２     以下 

銅及びその化合物 （mg/L） ３     以下 

亜鉛及びその化合物 （mg/L） ２     以下 

フェノール類 （mg/L） ５     以下 

鉄及びその化合物（溶解性） （mg/L） １０     以下 

マンガン及びその化合物（溶解性） （mg/L） １０     以下 

※公共用水域と下水道で共通の値 

 

 

表２-1２ 公共用水域への排水基準及び公共下水道への排除基準（生活環境項目） 

項目 
公共用水域 

排水基準 

下水排除 

基準 

水素イオン濃度（ｐＨ） － ５.８～８.６ ５超～９未満 

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ：Biochemical Oxygen Demand） （mg/L） ２０ 以下 ６００ 未満 

化学的酸素要求量（ＣＯＤ：Chemical Oxygen Demand） 

＊湖沼に直接排水される場合のみ 
（mg/L） １２０ 以下 ― 

浮遊物質量（ＳＳ：Suspended Solid） （mg/L） ５０ 以下 ６００ 未満 

窒素含有量（Ｔ-Ｎ：Total Nitrogen） （mg/L） ６０ 以下 ２４０ 未満 

りん含有量（Ｔ-Ｐ：Total Phosphorus） （mg/L） ８ 以下 ３２ 未満 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（鉱油類含有量） （mg/L） ５ 以下 ５ 以下 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類含有量） （mg/L） ３０ 以下 ３０ 以下 

アンモニア性窒素等含有量 （mg/L） １００ 以下 ３８０ 未満 

大腸菌群数 (個/㎤) ３０００ 以下 ― 

温度（※） （℃） ― ４５ 未満 

よう素消費量（※） （mg/L） ― ２２０ 未満 

※施設損傷項目の除外施設設置基準 
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 収集車の搬入条件 

（１）搬入ルート、搬入時間帯 

第一水光園では、収集車は主に第２北大通線側の交差点を通り、施設の南側から搬入し

ます。車両搬入口は施設西側に面しており、隣接する車道の幅員は約６.５ｍです。 

受入は平日及び第１、第３、第５土曜日に行っており、搬入可能時間は午前が８時３０分

から正午まで、午後が１時から４時までとなっています。 

新施設稼働後は、第一水光園と同様の搬入ルート・受入日数で、搬入可能時間は午前８

時３０分から午後４時３０分までを予定しています。 

 

（２）収集車の車種、重量 

本市では現在、し尿のくみ取り及び浄化槽の清掃を目的として計１０社が許可業者として

登録されており、区域に応じて第一水光園、荒川南部環境センター、妻沼南河原環境浄化

センターの既存３施設へ、し尿・浄化槽汚泥の搬入を行っています。 

本計画の策定に際し、全許可業者を対象にヒアリングを実施し、各清掃業者が運用を想

定している収集車の重量（タンク容量）と台数を集計しました。以下表２-１３に示します。 

ヒアリングの結果、１０社中２社が新施設の稼働に伴い増車を予定しており、全体で運用さ

れる収集車の台数は、２ｋＬ未満の小型車両が３台、２～４ｋＬの中型車両が５０台（現４６台）、

６ｋＬ以上の大型車両が９台、計６２台（現５８台）と想定されます。 

 

表２-1３ 想定運用車両台数に関するヒアリング結果 
（単位：台） 

熊谷市 

清掃許可業者 
現搬入先 

車両台数 

小型 

（～２kL） 

中型 

(２～４kL) 

大型 

(６～８kL) 
計 

 清掃業者１ 第一水光園   １４（１１）   １４（１１） 

〃２ 第一水光園   ３   ３ 

〃３ 第一水光園   ３ １ ４ 

〃４ 
第一水光園 

２ １０ ６ １８ 
荒川南部環境センター 

〃５ 荒川南部環境センター   ３（２）   ３（２） 

〃６ 荒川南部環境センター   １   １ 

〃７ 荒川南部環境センター   ４   ４ 

〃８ 荒川南部環境センター   ４   ４ 

〃９ 妻沼南河原環境浄化センター １ ４ １ ６ 

〃１０ 妻沼南河原環境浄化センター   ４ １ ５ 

計   ３ ５０ ９ ６２ 

※（）内は増車を予定している場合の現行保有台数 
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（３）日平均搬入台数 

既存３施設の令和３年度における日平均搬入台数を、表２-１４及び図２-４に示します。各

月の平均搬入台数は、月ごとの合計搬入台数をその月の施設稼働日数で平均し算出しま

した。 

 表２-１４ 日平均搬入台数（月別） 
（単位：台） 

  第一水光園 
荒川南部 

環境センター 

妻沼南河原 

環境浄化センター 
３施設合計 

４月 ６０.１  １６.４  ６.９  ８３.５  

５月 ５９.５  １９.９  ６.７  ８６.２  

６月 ６０.９  １７.０  ７.１  ８５.０  

７月 ６０.１  １７.６  ７.５  ８５.１  

８月 ５８.７  １７.４  ６.５  ８２.６  

９月 ６０.４  １８.２  ６.９  ８５.４  

１０月 ５８.９  １７.８  ７.０  ８３.７  

１１月 ５９.４  ２０.１  ７.７  ８７.２  

１２月 ５９.５  １９.３  ８.９  ８７.７  

１月 ５６.１  １９.２  ７.１  ８２.４  

２月 ５８.５  ２１.６  ７.４  ８７.５  

３月 ５８.９  ２１.２  ７.８  ８７.８  

平均 ５９.２  １８.８  ７.３  ８５.３  

最大 ６０.９  ２１.６  ８.９  ８７.８  

※端数処理のため内訳の和と合計値は必ずしも一致しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２-４ 日平均搬入台数（月別） 
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（４）時間平均台数、ピーク時搬入台数 

第一水光園及び荒川南部環境センターにおける令和３年度の車両搬入実績を基に、各

月における時間当たりの平均搬入台数及び年間を通じた平均・最大搬入台数を、３０分単

位で求めました。これを図２-５、図２-６に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図２-５ 時間別平均搬入台数（第一水光園） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図２-６ 時間別平均搬入台数（荒川南部環境センター） 
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第一水光園の搬入ピークは、午前１１時３０分から正午までで年間平均５.８台となっており、

最も多い月では７.０台でした。次点で午前８時３０分から１０時３０分まで、及び午後１時から

１時３０分までの時間帯も多く、３０分単位の平均台数は４.８～５.５台、最大台数は６.１～６.６

台となっています。 

荒川南部環境センターの搬入ピークは、午前１０時から１０時３０分までで年間平均２.６台

となっており、最も多い月では３.２台でした。午前８時３０分から１０時までも比較的多く、３０

分単位の平均台数は２.０台以上、最大台数は２.５台以上となっています。 

第一水光園・荒川南部環境センター共に、月により時間別の搬入台数に若干の変動はあ

りますが、年間を通じた時間別平均台数と最大台数のグラフ概形が類似しており、大まかな

傾向に差異はないと考えられます。 

これらを基に、既存３施設を集約した場合に想定される時間帯別の平均搬入台数、最大

搬入台数を予測します。なお、妻沼南河原環境浄化センターについては、時間帯別の搬入

記録が存在しないため、平均台数を求める際には施設の日平均搬入台数である７.３台を第

一水光園、荒川南部環境センターの時間別割合で按分し、最大台数を求める際には第一

水光園、荒川南部環境センターの搬入ピークと重なるよう、午前８時３０分から１０時３０分ま

で、午前１１時３０分から正午まで及び午後１時から１時３０分までの各３０分の台数に、それ

ぞれ１.５台ずつを加算します。 

時間別平均台数及び最大台数の推計結果を表２-１５、表２-１６に、グラフを図２-７に示し

ます。 
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表２-１５ 時間別平均及び想定最大搬入台数（～12:30） 
（単位：台） 

  ～9:00 
9:00 

～9:30 

9:30 

～10:00 

10:00 

～10:30 

10:30 

～11:00 

11:00 

～11:30 

11:30 

～12:00 

12:00 

～12:30 

平
均 

第一水光園 ５.２  ５.５  ５.０  ５.２  ３.８  ４.５  ５.８  ０.０  

荒川南部環境センター ２.０  ２.２  ２.４  ２.６  １.９  １.６  １.２  ０.５  

妻沼南河原環境浄化センター ０.７  ０.７  ０.７  ０.７  ０.５  ０.６  ０.７  ０.０  

計 ７.９  ８.４  ８.０  ８.５  ６.２  ６.７  ７.７  ０.６  

最
大 

第一水光園 ６.６  ６.６  ６.１  ６.１  ５.２  ５.３  ７.０  ０.１  

荒川南部環境センター ２.８  ２.６  ２.９  ３.２  ２.４  ２.０  １.７  １.０  

妻沼南河原環境浄化センター １.５  １.５  １.５  １.５  ０.０  ０.０  １.５  ０.０  

計 １０.９  １０.７  １０.４  １０.８  ７.６  ７.３  １０.２  １.０  

※端数処理のため内訳の和と合計値は必ずしも一致しない。 

 

 

表２-１６ 時間別平均及び想定最大搬入台数（12:30～＋日合計） 
（単位：台） 

  
12:30 

～13:00 

13:00 

～13:30 

13:30 

～14:00 

14:00 

～14:30 

14:30 

～15:00 

15:00 

～15:30 
15:30～ 計 

平
均 

第一水光園 ０.０  ４.８  ３.５  ４.３  ３.２  ４.１  ４.３  ５９.２  

荒川南部環境センター ０.１  ０.２  ０.７  １.１  １.１  ０.８  ０.５  １８.９  

妻沼南河原環境浄化センター ０.０  ０.５  ０.４  ０.５  ０.４  ０.５  ０.４  ７.３  

計 ０.１  ５.４  ４.６  ５.９  ４.７  ５.４  ５.３  ８５.４  

最
大 

第一水光園 ０.２  ６.５  ４.３  ５.５  ３.９  ５.１  ５.０    

荒川南部環境センター ０.１  ０.３  １.１  １.５  １.５  １.１  １.０    

妻沼南河原環境浄化センター ０.０  １.５  ０.０  ０.０  ０.０  ０.０  ０.０    

計 ０.３  ８.３  ５.３  ７.０  ５.４  ６.２  ５.９    

※端数処理のため内訳の和と合計値は必ずしも一致しない。 

 

 

 

 

  



２０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-７ 時間別搬入台数の想定（平均と最大） 

 

 

 

（５）搬入車の場内管理条件 

全許可業者を対象に行ったヒアリングでは、搬入レーン及び投入口の数に関して、現在

の２レーン・４口から増加を求める要望が多くなっています。特に、現施設の設計時と比較し

浄化槽汚泥の搬入割合が大幅に増加しているため、これらに対応しスムーズな搬入を実現

するための場内管理が求められます。 

その他、搬入道路に関して現施設と同様に一方通行とすること、大型車両も通行できるよ

う十分な道幅を確保すること、浄化槽水張り用の水源及びスペースを確保すること等の要望

が多数寄せられたため、これらに配慮した場内管理を計画します。 
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第３章 処理規模の設定 

 計画処理量の設定 

（１）計画期間と計画目標年次 

計画期間は、令和４年度から令和１８年度までの計１５年間とします。 

処理規模を設定する上での計画目標年次は、今後の人口減少及び公共下水道水洗化

率の増加により搬入量が減少傾向となることを見込み、施設竣工予定年度の令和１２年度と

します。 

 

（２）計画処理区域 

既存３施設の処理区域は、第一水光園が熊谷地区、荒川南部環境センターが大里地区

及び江南地区、妻沼南河原環境浄化センターが妻沼地区となっています（図３-１）。新施設

はこれら既存３施設の機能を集約させることを目的としているため、計画処理区域は熊谷市

内全域になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-１ 既存３施設所在地及び処理対象区域 
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（３）計画収集人口 

ア  熊谷市全体人口 

令和元年度に策定した「熊谷市し尿処理施設整備基本計画」（以下「個別施設計画」

という。）では、本市全体の人口を予測するに当たり、国立社会保障・人口問題研究所

（以下「社人研」という。）による推計値を参照しています。しかし、近年の本市における

人口実績の推移は減少傾向ではあるものの、社人研の推計に基づく予測よりも緩やか

であり、年度が進むほど予測と実績値のかい離が大きくなることが想定されます。その

ため、本計画においては社人研による推計ではなく、「第２期熊谷市人口ビジョン・総

合戦略」（以下「人口ビジョン」という。）における人口の推計値を基に、将来人口を予測

するものとします。 

計画収集人口の設定においては、施設の処理規模を過少に見積ることを避けるた

め、人口ビジョンの５つの推計パターン（表３-１）において最も減少傾向が緩やかであ

るパターン⑤を基に、補間法を用いて各年度の推計人口を設定し、令和３年度におけ

る実績値と推計値との差分を毎年一律で調整する形で予測しました。この予測結果を、

表３-２及び図３-２に示します。 

 

 

表３-１ 人口ビジョンの推計値 

（単位：人） 

  
Ｈ２９ 

（２０１７） 

Ｒ４ 

（２０２２） 

Ｒ７ 

（２０２５） 

Ｒ１２ 

（２０３０） 

Ｒ１７ 

（２０３５） 

Ｒ２２ 

（２０４０） 

パターン① １９９,７０５ １９３,８２０ １８８,８１９ １８０,６６９ １７１,４４４ １６１,２２２ 

パターン② １９９,７０５ １９３,８２０ １８９,１３０ １８１,４９６ １７２,８０９ １６３,１０１ 

パターン③ １９９,７０５ １９３,８２０ １８９,８５４ １８３,１４９ １７５,１９０ １６５,９８２ 

パターン④ １９９,７０５ １９３,８２０ １８９,０７１ １８１,６１１ １７３,４８７ １６４,７１３ 

パターン⑤ １９９,７０５ １９３,８２０ １９０,４０４ １８４,９２１ １７８,６５０ １７１,５２１ 

出典：第２期熊谷市人口ビジョン総合戦略に基づく令和４年１月時点の人口推計 

※ パターン①：現在の人口動向が続く場合 

パターン②：転入（Ｕターン含む）促進、定着 

パターン③：子育て世代の転出抑制 

パターン④：合計特別出生率の向上 

パターン⑤：パターン②～④を同時に実施 
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表３-２ 行政区域内人口の将来予測 

（単位：人） 

年度 社人研推計 人口ビジョン⑤ 計画人口 

Ｈ２９ １９６,４０５  １９９,７０５  １９７,８６１  

実
績 

Ｈ３０ １９５,２３７  １９８,５２８  １９７,２４３  

Ｒ１ １９４,０６８  １９７,３５１  １９６,２２３  

Ｒ２ １９２,９００  １９６,１７４  １９４,５４２  

Ｒ３ １９１,４８７  １９４,９９７  １９３,４４６  

Ｒ４ １９０,０７４  １９３,８２０  １９２,２６９  

推
計
（調
整
値
） 

Ｒ５ １８８,６６２  １９２,６８１  １９１,１３０  

Ｒ６ １８７,２４９  １９１,５４３  １８９,９９２  

Ｒ７ １８５,８３６  １９０,４０４  １８８,８５３  

Ｒ８ １８４,２２９  １８９,３０７  １８７,７５６  

Ｒ９ １８２,６２２  １８８,２１１  １８６,６６０  

Ｒ１０ １８１,０１６  １８７,１１４  １８５,５６３  

Ｒ１１ １７９,４０９  １８６,０１８  １８４,４６７  

Ｒ１２ １７７,８０２  １８４,９２１  １８３,３７０  

Ｒ１３ １７６,０３９  １８３,６６７  １８２,１１６  

Ｒ１４ １７４,２７５  １８２,４１３  １８０,８６２  

Ｒ１５ １７２,５１２  １８１,１５８  １７９,６０７  

Ｒ１６ １７０,７４８  １７９,９０４  １７８,３５３  

Ｒ１７ １６８,９８５  １７８,６５０  １７７,０９９  

Ｒ１８ １６７,１０７  １７７,２２４  １７５,６７３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-２ 熊谷市の将来人口予測結果
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イ  処理区域別人口 

既存３施設の処理区域別の将来人口を予測します。直近５年間の各処理区域別人

口実績値を熊谷市全体人口に対する百分率で表すと、第一水光園は毎年約０.１％の

微増、荒川南部環境センターはほぼ変動なし、妻沼南河原環境浄化センターは毎年

約０.１％の微減傾向となっています（表３-３）。この傾向が令和４年度以降も継続すると

仮定し、各処理区域の熊谷市全体に対する人口比率を推計しました（図３-３）。この比

率をア「熊谷市全体人口」で設定した各年度の予測全体人口に掛け合わせ、処理区

域別の予測人口としました。この予測結果を、表３-４及び図３-４に示します。 

 

 

表３-３ 処理区域別人口実績 

  Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 

熊谷市全体 （人） １９７,８６１ １９７,２４３ １９６,２２３ １９４,５４２ １９３,４４６ 

第一水光園 
（人） １５２,３９５ １５２,１２０ １５１,５３５ １５０,４０７ １４９,８０１ 

（％） ７７.０ ７７.１ ７７.２ ７７.３ ７７.４ 

荒川南部 

環境センター 

（人） ２０,５７８ ２０,５２２ ２０,４０３ ２０,１８７ ２０,０８４ 

（％） １０.４ １０.４ １０.４ １０.４ １０.４ 

妻沼南河原 

環境浄化センター 

（人） ２４,８８８ ２４,６０１ ２４,２８５ ２３,９４８ ２３,５６１ 

（％） １２.６ １２.５ １２.４ １２.３ １２.２ 

※数値は各年度末の人口を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-３ 処理区域別人口比率の推計 
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表３-４ 処理区域別人口の予測 

年度 
第一水光園 

荒川南部 

環境センター 

妻沼南河原 

環境浄化センター 
熊谷市全体 

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） 

Ｈ２９ １５２,３９５ ７７.０ ２０,５７８ １０.４ ２４,８８８ １２.６ １９７,８６１ 

Ｈ３０ １５２,１２０ ７７.１ ２０,５２２ １０.４ ２４,６０１ １２.５ １９７,２４３ 

Ｒ１ １５１,５３５ ７７.２ ２０,４０３ １０.４ ２４,２８５ １２.４ １９６,２２３ 

Ｒ２ １５０,４０７ ７７.３ ２０,１８７ １０.４ ２３,９４８ １２.３ １９４,５４２ 

Ｒ３ １４９,８０１ ７７.４ ２０,０８４ １０.４ ２３,５６１ １２.２ １９３,４４６ 

Ｒ４ １４９,００８ ７７.５ １９,９９６ １０.４ ２３,２６５ １２.１ １９２,２６９ 

Ｒ５ １４８,３１７ ７７.６ １９,８７７ １０.４ ２２,９３６ １２.０ １９１,１３０ 

Ｒ６ １４７,６２４ ７７.７ １９,７５９ １０.４ ２２,６０９ １１.９ １８９,９９２ 

Ｒ７ １４６,９２７ ７７.８ １９,６４１ １０.４ ２２,２８５ １１.８ １８８,８５３ 

Ｒ８ １４６,２６２ ７７.９ １９,５２７ １０.４ ２１,９６７ １１.７ １８７,７５６ 

Ｒ９ １４５,５９５ ７８.０ １９,４１３ １０.４ ２１,６５２ １１.６ １８６,６６０ 

Ｒ１０ １４４,９２５ ７８.１ １９,２９８ １０.４ ２１,３４０ １１.５ １８５,５６３ 

Ｒ１１ １４４,２５３ ７８.２ １９,１８５ １０.４ ２１,０２９ １１.４ １８４,４６７ 

Ｒ１２ １４３,５７９ ７８.３ １９,０７０ １０.４ ２０,７２１ １１.３ １８３,３７０ 

Ｒ１３ １４２,７７９ ７８.４ １８,９４０ １０.４ ２０,３９７ １１.２ １８２,１１６ 

Ｒ１４ １４１,９７７ ７８.５ １８,８０９ １０.４ ２０,０７６ １１.１ １８０,８６２ 

Ｒ１５ １４１,１７１ ７８.６ １８,６７９ １０.４ １９,７５７ １１.０ １７９,６０７ 

Ｒ１６ １４０,３６４ ７８.７ １８,５４９ １０.４ １９,４４０ １０.９ １７８,３５３ 

Ｒ１７ １３９,５５４ ７８.８ １８,４１８ １０.４ １９,１２７ １０.８ １７７,０９９ 

Ｒ１８ １３８,６０６ ７８.９ １８,２７０ １０.４ １８,７９７ １０.７ １７５,６７３ 

※数値は各年度末の人口を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-４ 処理区域別人口の予測
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ウ  処理形態別人口 

各区域における生活排水の処理形態別人口について、時系列トレンド推計法を用

いた将来予測を行います。各区域における処理形態別人口の推計結果を合計し、区

域内人口の予測値との間に誤差が生じた場合、得られた推計結果に対して補正（按分

調整）を行います。推計及び補正の流れを図３-５に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図３-５ 推計及び補正手順の概念図 

 

３つの処理区域における直近５年の処理形態別人口の実績値を基に、各項目につ

き５つの推計式を用いて予測を行い、最も実態に則していると考えられる予測値を選択

しました。５つの推計式を表３-５に、各項目に採用した推計式とそれらの根拠を表３-６

に示します。 

 

表３-５ 使用推計式 

① 一次傾向線 Ｙ＝ａ・Ｘ＋ｂ 

Ｙ：人口等 

Ｘ：時系列 

ａ、ｂ、ｃ、Ｋ：係数 

② べき曲線 Ｙ＝ａ・Ｘｂ 

③ 対数曲線 Ｙ＝ａ・ｌｏｇｅＸ＋ｂ 

④ 一次指数曲線 Ｙ＝ａ・ｂＸ 

⑤ ロジスティック曲線 Ｙ＝Ｋ／｛１＋ａ・ｅｘｐ（－ｂ・Ｘ）｝ 
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表３-６ 各項目における採用推計式まとめ 

処理形態 参考値 採用式 解説 

第
一
水
光
園 

公共下水道人口 率 ① 
近年の増加傾向から、区域内人口比率を基にした一次傾向線を採用し

ました。 

合併処理浄化槽 率 Ｒ３ 
近年の区域内人口に対する人口比率がほぼ横ばいであったため、令和

３年度の比率を採用しました。 

単独処理浄化槽 人口 ① 
近年の減少傾向から、人数の実績値を基にした一次傾向線を採用しま

した。 

農業集落排水 人口 ② 
近年の減少傾向から、人数の実績値を基にしたべき曲線を採用しまし

た。 

し尿くみ取り 人口 ⑤ 
近年の減少傾向から、人数の実績値を基にしたロジスティック曲線を採

用しました。 

荒
川
南
部
環
境
セ
ン
タ
ー 

合併処理浄化槽 率 ① 
近年の増加傾向から、区域内人口比率を基にした一次傾向線を採用し

ました。 

単独処理浄化槽 人口 ① 
近年の減少傾向から、人数の実績値を基にした一次傾向線を採用しま

した。 

農業集落排水 率 Ｒ３ 
近年の区域内人口に対する人口比率がほぼ横ばいであったため、令和

３年度の比率を採用しました。 

し尿くみ取り 人口 ④ 
近年の減少傾向から、人数の実績値を基にした一次指数曲線を採用し

ました。 

妻
沼
南
河
原
環
境
浄
化
セ
ン
タ
ー 

公共下水道人口 率 ① 
実績値は減少傾向ですが、比率は増加傾向にあることに着目し、区域

内人口比率を基にした一次傾向線を採用しました。 

合併処理浄化槽 率 ① 
実績値は減少傾向ですが、比率は増加傾向にあることに着目し、区域

内人口比率を基にした一次傾向線を採用しました。 

単独処理浄化槽 人口 ① 
近年の減少傾向から、人数の実績値を基にした一次傾向線を採用しま

した。 

農業集落排水 率 Ｒ３ 
近年の区域内人口に対する人口比率がほぼ横ばいであったため、令和

３年度の比率を採用しました。 

し尿くみ取り 人口 ④ 
近年の減少傾向から、人数の実績値を基にした一次指数曲線を採用し

ました。 

 

 

第一水光園処理区域における処理形態別人口の推計結果（補正後）を表３-７及び   

図３-６に、荒川南部環境センターの推計結果を表３-８及び図３-７に、妻沼南河原環境浄

化センターの推計結果を表３-９及び図３-８に示します。また、熊谷市全体の処理形態別人

口の予測結果を表３-１０及び図３-９に示します。 
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表３-７ 第一水光園処理区域内の人口予測まとめ 

（単位：人） 

  

第一水光園 

公共下水道 
合併処理 

浄化槽 

単独処理 

浄化槽 

農業集落 

排水 
し尿くみ取り 計 

Ｈ２９ ７８,４８８  ３７,３７７  ２９,４９１  ７８３  ６,２５６  １５２,３９５  

Ｈ３０ ７８,４８１  ３７,６９８  ２９,００１  ７８２  ６,１５８  １５２,１２０  

Ｒ１ ７８,６４７  ３７,８８５  ２８,３７１  ７６０  ５,８７２  １５１,５３５  

Ｒ２ ８１,１２４  ３６,４２７  ２６,６５７  ７４２  ５,４５７  １５０,４０７  

Ｒ３ ８１,９６２  ３６,２０１  ２５,７３０  ７３７  ５,１７１  １４９,８０１  

Ｒ４ ８３,０４４  ３５,９５７  ２４,４８８  ７２３  ４,７９６  １４９,００８  

Ｒ５ ８４,１５９  ３５,７１３  ２３,２８７  ７１４  ４,４４４  １４８,３１７  

Ｒ６ ８５,２５７  ３５,４６９  ２２,０９３  ７０７  ４,０９８  １４７,６２４  

Ｒ７ ８６,３３５  ３５,２２７  ２０,９０４  ６９９  ３,７６２  １４６,９２７  

Ｒ８ ８７,４１５  ３４,９９５  １９,７２１  ６９３  ３,４３８  １４６,２６２  

Ｒ９ ８８,４７４  ３４,７６３  １８,５４４  ６８７  ３,１２７  １４５,５９５  

Ｒ１０ ８９,５０９  ３４,５３１  １７,３７０  ６８１  ２,８３４  １４４,９２５  

Ｒ１１ ９０,５２１  ３４,２９８  １６,２００  ６７７  ２,５５７  １４４,２５３  

Ｒ１２ ９１,５０９  ３４,０６４  １５,０３５  ６７２  ２,２９９  １４３,５７９  

Ｒ１３ ９２,３８２  ３３,７９７  １３,８７４  ６６７  ２,０５９  １４２,７７９  

Ｒ１４ ９３,２３０  ３３,５２９  １２,７１６  ６６３  １,８３９  １４１,９７７  

Ｒ１５ ９４,０５１  ３３,２６１  １１,５６４  ６５８  １,６３７  １４１,１７１  

Ｒ１６ ９４,８４６  ３２,９９２  １０,４１８  ６５５  １,４５３  １４０,３６４  

Ｒ１７ ９５,６１７  ３２,７２４  ９,２７６  ６５０  １,２８７  １３９,５５４  

Ｒ１８ ９６,２６１  ３２,４２２  ８,１３９  ６４６  １,１３８  １３８,６０６  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-６ 第一水光園処理区域内の処理形態別人口予測 
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表３-８ 荒川南部環境センター処理区域内の人口予測まとめ 

（単位：人） 

  

荒川南部環境センター 

公共下水道 
合併処理 

浄化槽 

単独処理 

浄化槽 

農業集落 

排水 
し尿くみ取り 計 

Ｈ２９ ０  ７,６７７  ５,５５９  ６,０５７  １,２８５  ２０,５７８  

Ｈ３０ ０  ７,７８４  ５,４７７  ５,９８９  １,２７２  ２０,５２２  

Ｒ１ ０  ７,８６６  ５,４２６  ５,８９２  １,２１９  ２０,４０３  

Ｒ２ ０  ７,８８１  ５,３５７  ５,７６８  １,１８１  ２０,１８７  

Ｒ３ ０  ７,９５４  ５,３４０  ５,６５４  １,１３６  ２０,０８４  

Ｒ４ ０  ８,０３０  ５,３１７  ５,５５２  １,０９７  １９,９９６  

Ｒ５ ０  ８,０９２  ５,２８５  ５,４４３  １,０５７  １９,８７７  

Ｒ６ ０  ８,１５３  ５,２５４  ５,３３３  １,０１９  １９,７５９  

Ｒ７ ０  ８,２１２  ５,２２２  ５,２２４  ９８３  １９,６４１  

Ｒ８ ０  ８,２７２  ５,１９２  ５,１１５  ９４８  １９,５２７  

Ｒ９ ０  ８,３３０  ５,１６２  ５,００７  ９１４  １９,４１３  

Ｒ１０ ０  ８,３８７  ５,１３１  ４,８９８  ８８２  １９,２９８  

Ｒ１１ ０  ８,４４３  ５,１０１  ４,７９０  ８５１  １９,１８５  

Ｒ１２ ０  ８,４９８  ５,０７０  4,６８１  ８２１  １９,０７０  

Ｒ１３ ０  ８,５４６  ５,０３６  ４,５６７  ７９１  １８,９４０  

Ｒ１４ ０  ８,５９０  ５,００１  ４,４５６  ７６２  １８,８０９  

Ｒ１５ ０  ８,６３３  ４,９６６  ４,３４５  ７３５  １８,６７９  

Ｒ１６ ０  ８,６７５  ４,９３２  ４,２３４  ７０８  １８,５４９  

Ｒ１７ ０  ８,７１５  ４,８９７  ４,１２２  ６８４  １８,４１８  

Ｒ１８ ０  ８,７４６  ４,８５８  ４,００８  ６５８  １８,２７０  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-７ 荒川南部環境センター処理区域内の処理形態別人口予測 
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表３-９ 妻沼南河原環境浄化センター処理区域内の人口予測まとめ 

（単位：人） 

  

妻沼南河原環境浄化センター 

公共下水道 
合併処理 

浄化槽 

単独処理 

浄化槽 

農業集落 

排水 
し尿くみ取り 計 

Ｈ２９ ４,２８０  ９,６４５  １,７３８  ７,６１０  １,６１５  ２４,８８８  

Ｈ３０ ４,２８０  ９,６３９  １,６９１  ７,４１６  １,５７５  ２４,６０１  

Ｒ１ ４,２３９  ９,６４６  １,６８２  ７,２２３  １,４９５  ２４,２８５  

Ｒ２ ４,１９７  ９,６１７  １,６５５  ７,０３８  １,４４１  ２３,９４８  

Ｒ３ ４,１９９  ９,５７８  １,６０９  ６,８０７  １,３６８  ２３,５６１  

Ｒ４ ４,１６２  ９,５７１  １,５８９  ６,６３２  １,３１１  ２３,２６５  

Ｒ５ ４,１３４  ９,５４８  １,５６６  ６,４３５  １,２５３  ２２,９３６  

Ｒ６ ４,１０３  ９,５２１  １,５４４  ６,２４２  １,１９９  ２２,６０９  

Ｒ７ ４,０７６  ９,４９３  １,５２２  ６,０４８  １,１４６  ２２,２８５  

Ｒ８ ４,０４６  ９,４６３  １,５００  ５,８６０  １,０９８  ２１,９６７  

Ｒ９ ４,０１８  ９,４３２  １,４７９  ５,６７２  １,０５１  ２１,６５２  

Ｒ１０ ３,９８９  ９,４００  １,４５７  ５,４８７  １,００７  ２１,３４０  

Ｒ１１ ３,９６０  ９,３６４  １,４３６  ５,３０３  ９６６  ２１,０２９  

Ｒ１２ ３,９２８  ９,３２９  １,４１５  ５,１２２  ９２７  ２０,７２１  

Ｒ１３ ３,８９４  ９,２８１  １,３９３  ４,９４０  ８８９  ２０,３９７  

Ｒ１４ ３,８６０  ９,２３３  １,３７１  ４,７５８  ８５４  ２０,０７６  

Ｒ１５ ３,８２５  ９,１８１  １,３４９  ４,５８１  ８２１  １９,７５７  

Ｒ１６ ３,７９０  ９,１２９  １,３２８  ４,４０３  ７９０  １９,４４０  

Ｒ１７ ３,７５５  ９,０７４  １,３０６  ４,２３１  ７６１  １９,１２７  

Ｒ１８ ３,７１６  ９,００９  １,２８４  ４,０５４  ７３４  １８,７９７  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-８ 妻沼南河原環境浄化センター処理区域内の処理形態別人口予測
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表３-10 処理区域・処理形態別人口予測まとめ 

（単位：人）  

項目/年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６ Ｒ１７ Ｒ１８ 

第一水光園 １５２,３９５ １５２,１２０ １５１,５３５ １５０,４０７ １４９,８０１ １４９,００８ １４８,３１７ １４７,６２４ １４６,９２７ １４６,２６２ １４５,５９５ １４４,９２５ １４４,２５３ １４３,５７９ １４２,７７９ １４１,９７７ １４１,１７１ １４０,３６４ １３９,５５４ １３８,６０６ 

  公共下水道 ７８,４８８ ７８,４８１ ７８,６４７ ８１,１２４ ８１,９６２ ８３,０４４ ８４,１５９ ８５,２５７ ８６,３３５ ８７,４１５ ８８,４７４ ８９,５０９ ９０,５２１ ９１,５０９ ９２,３８２ ９３,２３０ ９４,０５１ ９４,８４６ ９５,６１７ ９６,２６１ 

  合併処理浄化槽 ３７,３７７ ３７,６９８ ３７,８８５ ３６,４２７ ３６,２０１ ３５,９５７ ３５,７１３ ３５,４６９ ３５,２２７ ３４,９９５ ３４,７６３ ３４,５３１ ３４,２９８ ３４,０６４ ３３,７９７ ３３,５２９ ３３,２６１ ３２,９９２ ３２,７２４ ３２,４２２ 

  単独処理浄化槽 ２９,４９１ ２９,００１ ２８,３７１ ２６,６５７ ２５,７３０ ２４,４８８ ２３,２８７ ２２,０９３ ２０,９０４ １９,７２１ １８,５４４ １７,３７０ １６,２００ １５,０３５ １３,８７４ １２,７１６ １１,５６４ １０,４１８ ９,２７６ ８,１３９ 

  農業集落排水 ７８３ ７８２ ７６０ ７４２ ７３７ ７２３ ７１４ ７０７ ６９９ ６９３ ６８７ ６８１ ６７７ ６７２ ６６７ ６６３ ６５８ ６５５ ６５０ ６４６ 

  し尿くみ取り ６,２５６ ６,１５８ ５,８７２ ５,４５７ ５,１７１ ４,７９６ ４,４４４ ４,０９８ ３,７６２ ３,４３８ ３,１２７ ２,８３４ ２,５５７ ２,２９９ ２,０５９ １,８３９ １,６３７ １,４５３ １,２８７ １,１３８ 

荒川南部環境センター ２０,５７８ ２０,５２２ ２０,４０３ ２０,１８７ ２０,０８４ １９,９９６ １９,８７７ １９,７５９ １９,６４１ １９,５２７ １９,４１３ １９,２９８ １９,１８５ １９,０７０ １８,９４０ １８,８０９ １８,６７９ １８,５４９ １８,４１８ １８,２７０ 

  公共下水道 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

  合併処理浄化槽 ７,６７７ ７,７８４ ７,８６６ ７,８８１ ７,９５４ ８,０３０ ８,０９２ ８,１５３ ８,２１２ ８,２７２ ８,３３０ ８,３８７ ８,４４３ ８,４９８ ８,５４６ ８,５９０ ８,６３３ ８,６７５ ８,７１５ ８,７４６ 

  単独処理浄化槽 ６,０５７ ５,９８９ ５,８９２ ５,７６８ ５,６５４ ５,５５２ ５,４４３ ５,３３３ ５,２２４ ５,１１５ ５,００７ ４,８９８ ４,７９０ ４,６８１ ４,５６７ ４,４５６ ４,３４５ ４,２３４ ４,１２２ ４,００８ 

  農業集落排水 ５,５５９ ５,４７７ ５,４２６ ５,３５７ ５,３４０ ５,３１７ ５,２８５ ５,２５４ ５,２２２ ５,１９２ ５,１６２ ５,１３１ ５,１０１ ５,０７０ ５,０３６ ５,００１ ４,９６６ ４,９３２ ４,８９７ ４,８５８ 

  し尿くみ取り １,２８５ １,２７２ １,２１９ １,１８１ １,１３６ １,０９７ １,０５７ １,０１９ ９８３ ９４８ ９１４ ８８２ ８５１ ８２１ ７９１ ７６２ ７３５ ７０８ ６８４ ６５８ 

妻沼南河原環境浄化センター ２４,８８８ ２４,６０１ ２４,２８５ ２３,９４８ ２３,５６１ ２３,２６５ ２２,９３６ ２２,６０９ ２２,２８５ ２１,９６７ ２１,６５２ ２１,３４０ ２１,０２９ ２０,７２１ ２０,３９７ ２０,０７６ １９,７５７ １９,４４０ １９,１２７ １８,７９７ 

  公共下水道 ４,２８０ ４,２８０ ４,２３９ ４,１９７ ４,１９９ ４,１６２ ４,１３４ ４,１０３ ４,０７６ ４,０４６ ４,０１８ ３,９８９ ３,９６０ ３,９２８ ３,８９４ ３,８６０ ３,８２５ ３,７９０ ３,７５５ ３,７１６ 

  合併処理浄化槽 ９,６４５ ９,６３９ ９,６４６ ９,６１７ ９,５７８ ９,５７１ ９,５４８ ９,５２１ ９,４９３ ９,４６３ ９,４３２ ９,４００ ９,３６４ ９,３２９ ９,２８１ ９,２３３ ９,１８１ ９,１２９ ９,０７４ ９,００９ 

  単独処理浄化槽 ７,６１０ ７,４１６ ７,２２３ ７,０３８ ６,８０７ ６,６３２ ６,４３５ ６,２４２ ６,０４８ ５,８６０ ５,６７２ ５,４８７ ５,３０３ ５,１２２ ４,９４０ ４,７５８ ４,５８１ ４,４０３ ４,２３１ ４,０５４ 

  農業集落排水 １,７３８ １,６９１ １,６８２ １,６５５ １,６０９ １,５８９ １,５６６ １,５４４ １,５２２ １,５００ １,４７９ １,４５７ １,４３６ １,４１５ １,３９３ １,３７１ １,３４９ １,３２８ １,３０６ １,２８４ 

  し尿くみ取り １,６１５ １,５７５ １,４９５ １,４４１ １,３６８ １,３１１ １,２５３ １,１９９ １,１４６ １,０９８ １,０５１ １,００７ ９６６ ９２７ ８８９ ８５４ ８２１ ７９０ ７６１ ７３４ 

熊谷市全体 １９７,８６１ １９７,２４３ １９６,２２３ １９４,５４２ １９３,４４６ １９２,２６９ １９１,１３０ １８９,９９２ １８８,８５３ １８７,７５６ １８６,６６０ １８５,５６３ １８４,４６７ １８３,３７０ １８２,１１６ １８０,８６２ １７９,６０７ １７８,３５３ １７７,０９９ １７５,６７３ 

  公共下水道 ８２,７６８ ８２,７６１ ８２,８８６ ８５,３２１ ８６,１６１ ８７,２０６ ８８,２９３ ８９,３６０ ９０,４１１ ９１,４６１ ９２,４９２ ９３,４９８ ９４,４８１ ９５,４３７ ９６,２７６ ９７,０９０ ９７,８７６ ９８,６３６ ９９,３７２ ９９,９７７ 

  合併処理浄化槽 ５４,６９９ ５５,１２１ ５５,３９７ ５３,９２５ ５３,７３３ ５３,５５８ ５３,３５３ ５３,１４３ ５２,９３２ ５２,７３０ ５２,５２５ ５２,３１８ ５２,１０５ ５１,８９１ ５１,６２４ ５１,３５２ ５１,０７５ ５０,７９６ ５０,５１３ ５０,１７７ 

  単独処理浄化槽 ４３,１５８ ４２,４０６ ４１,４８６ ３９,４６３ ３８,１９１ ３６,６７２ ３５,１６５ ３３,６６８ ３２,１７６ ３０,６９６ ２９,２２３ ２７,７５５ ２６,２９３ ２４,８３８ ２３,３８１ ２１,９３０ ２０,４９０ １９,０５５ １７,６２９ １６,２０１ 

  農業集落排水 ８,０８０ ７,９５０ ７,８６８ ７,７５４ ７,６８６ ７,６２９ ７,５６５ ７,５０５ ７,４４３ ７,３８５ ７,３２８ ７,２６９ ７,２１４ ７,１５７ ７,０９６ ７,０３５ ６,９７３ ６,９１５ ６,８５３ ６,７８８ 

  し尿くみ取り ９,１５６ ９,００５ ８,５８６ ８,０７９ ７,６７５ ７,２０４ ６,７５４ ６,３１６ ５,８９１ ５,４８４ ５,０９２ ４,７２３ ４,３７４ ４,０４７ ３,７３９ ３,４５５ ３,１９３ ２,９５１ ２,７３２ ２,５３０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-９ 熊谷市の処理形態別人口予測 
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（４）計画１人１日平均排出量 

各施設のし尿・汚泥搬入量及び生活排水処理人口の実績値（表３-１１）を基に、１人１日

平均排出量（原単位）を算出した結果を表３-１２に示します。農業集落排水は処理方法が

合併処理浄化槽と類似しているため、合併処理浄化槽と同じ値とします。また、本市では合

併処理浄化槽と単独処理浄化槽とを区別せずに搬入しているため、これらの原単位は設計

要領に記載のある全国の浄化槽汚泥の原単位例平均値（合併処理浄化槽：２.６Ｌ/人・日、

単独処理浄化槽：１.１Ｌ/人・日）を参考値とし、実績値から予測割合で按分し算出しました。 

処理規模の設定に当たっては、設計要領にのっとり、直近３年間の平均原単位を計画  

１人１日平均排出量として使用します。 

 

 

表３-１１ 原単位の算出に用いる実績値 

施設名 年度 

浄化槽汚泥 

搬入量 

（ｋＬ/年） 

人口（人） し尿 

搬入量 

（ｋＬ/年） 

し尿 

くみ取り人口 

（人） 

合併処理 

浄化槽 

単独処理 

浄化槽 

農業集落 

排水 

第
一
水
光
園 

Ｒ１ ４２,６２０  ３７,８８５  ２８,３７１  ７６０  ２,８２９  ５,８７２  

Ｒ２ ４３,４９９  ３６,４２７  ２６,６５７  ７４２  ２,５９０  ５,４５７  

Ｒ３ ４２,４１１  ３６,２０１  ２５,７３０  ７３７  ２,３９３  ５,１７１  

平均 ４２,８４３  ３６,８３８  ２６,９１９  ７４６  ２,６０４  ５,５００  

荒
川
南
部 

環
境
セ
ン
タ
ー 

Ｒ１ １１,２４７  ７,８６６  ５,８９２  ５,４２６  ８７０  １,２１９  

Ｒ２ １０,９０６  ７,８８１  ５,７６８  ５,３５７  ６３０  １,１８１  

Ｒ３ １０,８４７  ７,９５４  ５,６５４  ５,３４０  ６１６  １,１３６  

平均 １１,０００  ７,９００  ５,７７１  ５,３７４  ７０５  １,１７９  

妻
沼
南
河
原 

環
境
浄
化
セ
ン
タ
ー 

Ｒ１ １０,１４５  ９,６４６  ７,２２３  １,６８２  １,０６１  １,４９５  

Ｒ２ １０,４３１  ９,６１７  ７,０３８  １,６５５  １,０１９  １,４４１  

Ｒ３ １１,０４１  ９,５７８  ６,８０７  １,６０９  １,０２９  １,３６８  

平均 １０,５３９  ９,６１４  ７,０２３  １,６４９  １,０３６  １,４３５  

 

  



 

３４ 

 

表３-１２ 各施設の処理形態別原単位 

施設名 年度 

原単位（Ｌ/人・日） 

合併処理浄化槽 

＋農業集落排水 

単独処理 

浄化槽 
し尿 

第
一
水
光
園 

Ｒ１ ２.３１  ０.９８  １.３２  

Ｒ２ ２.４５  １.０４  １.３０  

Ｒ３ ２.４３  １.０３  １.２７  

平均 ２.４０  １.０１  １.２９  

荒
川
南
部 

環
境
セ
ン
タ
ー 

Ｒ１ １.９５  ０.８３  １.９６  

Ｒ２ １.９０  ０.８０  １.４６  

Ｒ３ １.８９  ０.８０  １.４９  

平均 １.９２  ０.８１  １.６３  

妻
沼
南
河
原 

環
境
浄
化
セ
ン
タ
ー 

Ｒ１ １.９３  ０.８２  １.９４  

Ｒ２ ２.００  ０.８５  １.９３  

Ｒ３ ２.１５  ０.９１  ２.０６  

平均 ２.０３  ０.８６  １.９８  

※端数処理のため内訳の平均値と平均は必ずしも一致しない。 

 

（５）計画日平均処理量及び年間搬入量 

（３)「計画収集人口」で設定した処理形態別の人口及び（４)「計画１人１日平均排出量」で

算出した各処理形態の原単位を基に、日平均処理量を求めます。各施設及び既存３施設

集約時の日平均処理量と年間搬入量の予測結果を表３-１３に、グラフを図３-１０及び図３-

１１に示します。 

 

  



 

３５ 

 

 

 

 

表３-１３ し尿及び浄化槽汚泥の搬入量予測まとめ 

項目/年度 単位 
実績 ←   → 推計  → 新施設稼働予定 

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６ Ｒ１７ Ｒ１８ 

第
一
水
光
園 

 浄化槽汚泥計 (ｋＬ/日) １１６.０ １１５.５ １１６.８ １１８.９ １１６.２ １１２.８ １１０.９ １０９.１ １０７.３ １０５.６ １０３.８ １０２.１ １００.３ ９８.６ ９６.７ ９４.９ ９３.１ ９１.３ ８９.５ ８７.６ 

  合併処理浄化槽（原単位：２.４０） (ｋＬ/日) ７６.６ ７６.９ ８７.３ ８９.４ ８８.０ ８６.３ ８５.７ ８５.１ ８４.５ ８４.０ ８３.４ ８２.９ ８２.３ ８１.８ ８１.１ ８０.５ ７９.８ ７９.２ ７８.５ ７７.８ 

  単独処理浄化槽（原単位：１.０１） (ｋＬ/日) ３７.８ ３７.０ ２７.７ ２７.７ ２６.４ ２４.７ ２３.５ ２２.３ ２１.１ １９.９ １８.７ １７.５ １６.４ １５.２ １４.０ １２.８ １１.７ １０.５ ９.４ ８.２ 

  農業集落排水（原単位：２.４０） (ｋＬ/日) １.６ １.６ １.８ １.８ １.８ １.７ １.７ １.７ １.７ １.７ １.６ １.６ １.６ １.６ １.６ １.６ １.６ １.６ １.６ １.６ 

 くみ取りし尿（原単位：１.２９） (ｋＬ/日) ９.０ ８.４ ７.８ ７.１ ６.６ ６.２ ５.７ ５.３ ４.９ ４.４ ４.０ ３.７ ３.３ ３.０ ２.７ ２.４ ２.１ １.９ １.７ １.５ 

 計 (ｋＬ/日) １２５.０ １２３.９ １２４.５ １２５.９ １２２.８ １１９.０ １１６.７ １１４.４ １１２.２ １１０.０ １０７.８ １０５.７ １０３.６ １０１.５ ９９.４ ９７.３ ９５.２ ９３.１ ９１.１ ８９.１ 

荒
川
南
部 

 
 

 
 

環
境
セ
ン
タ
ー 

 浄化槽汚泥計 (ｋＬ/日) ２９.９ ３０.４ ３０.８ ２９.８ ２９.７ ３０.１ ３０.１ ３０.１ ３０.０ ３０.０ ３０.０ ２９.９ ２９.９ ２９.８ ２９.８ ２９.７ ２９.６ ２９.６ ２９.５ ２９.４ 

  合併処理浄化槽（原単位：１.９２） (ｋＬ/日) １３.５ １３.９ １５.４ １５.０ １５.１ １５.４ １５.５ １５.７ １５.８ １５.９ １６.０ １６.１ １６.２ １６.３ １６.４ １６.５ １６.６ １６.７ １６.７ １６.８ 

  単独処理浄化槽（原単位：０.８１） (ｋＬ/日) ６.６ ６.７ ４.９ ４.６ ４.５ ４.５ ４.４ ４.３ ４.２ ４.１ ４.１ ４.０ ３.９ ３.８ ３.７ ３.６ ３.５ ３.４ ３.３ ３.２ 

  農業集落排水（原単位：１.９２） (ｋＬ/日) ９.８ ９.８ １０.６ １０.２ １０.１ １０.２ １０.１ １０.１ １０.０ １０.０ ９.９ ９.９ ９.８ ９.７ ９.７ ９.６ ９.５ ９.５ ９.４ ９.３ 

 くみ取りし尿（原単位：１.６３） (ｋＬ/日) ２.０ ２.０ ２.４ １.７ １.７ １.８ １.７ １.７ １.６ １.５ １.５ １.４ １.４ １.３ １.３ １.２ １.２ １.２ １.１ １.１ 

 計 (ｋＬ/日) ３１.９ ３２.４ ３３.２ ３１.５ ３１.４ ３１.９ ３１.８ ３１.７ ３１.６ ３１.５ ３１.５ ３１.４ ３１.３ ３１.２ ３１.１ ３０.９ ３０.８ ３０.７ ３０.６ ３０.４ 

妻
沼
南
河
原 

   

環
境
浄
化
セ
ン
タ
ー 

 浄化槽汚泥計 (ｋＬ/日) ２７.０ ２８.２ ２７.８ ２８.５ ３０.２ ２８.４ ２８.１ ２７.８ ２７.６ ２７.３ ２７.０ ２６.８ ２６.５ ２６.２ ２５.９ ２５.６ ２５.３ ２５.０ ２４.７ ２４.４ 

  合併処理浄化槽（原単位：２.０３） (ｋＬ/日) １６.１ １７.０ １８.６ １９.２ ２０.６ １９.４ １９.４ １９.３ １９.３ １９.２ １９.１ １９.１ １９.０ １８.９ １８.８ １８.７ １８.６ １８.５ １８.４ １８.３ 

  単独処理浄化槽（原単位：０.８６） (ｋＬ/日) ８.０ ８.２ ５.９ ６.０ ６.２ ５.７ ５.５ ５.４ ５.２ ５.０ ４.９ ４.７ ４.６ ４.４ ４.２ ４.１ ３.９ ３.８ ３.６ ３.５ 

  農業集落排水（原単位：２.０３） (ｋＬ/日) ２.９ ３.０ ３.３ ３.３ ３.５ ３.２ ３.２ ３.１ ３.１ ３.０ ３.０ ３.０ ２.９ ２.９ ２.８ ２.８ ２.７ ２.７ ２.７ ２.６ 

 くみ取りし尿（原単位：１.９８） (ｋＬ/日) ３.５ ３.２ ２.９ ２.８ ２.８ ２.６ ２.５ ２.４ ２.３ ２.２ ２.１ ２.０ １.９ １.８ １.８ １.７ １.６ １.６ １.５ １.５ 

 計 (ｋＬ/日) ３０.５ ３１.３ ３０.７ ３１.３ ３３.１ ３１.０ ３０.６ ３０.２ ２９.８ ２９.５ ２９.１ ２８.８ ２８.４ ２８.０ ２７.７ ２７.３ ２６.９ ２６.６ ２６.２ ２５.８ 

熊
谷
市
全
体 

日
平
均 

浄化槽汚泥 (ｋＬ/日) １７２.９ １７４.１ １７５.４ １７７.１ １７６.２ １７１.２ １６９.１ １６７.０ １６４.９ １６２.９ １６０.８ １５８.７ １５６.７ １５４.６ １５２.４ １５０.２ １４８.０ １４５.８ １４３.７ １４１.３ 

浄化槽汚泥割合 (％) ９２.３ ９２.７ ９３.１ ９３.９ ９４.１ ９４.２ ９４.５ ９４.７ ９５.０ ９５.２ ９５.５ ９５.７ ９６.０ ９６.２ ９６.４ ９６.６ ９６.８ ９６.９ ９７.１ ９７.３ 

くみ取りし尿 (ｋＬ/日) １４.５ １３.７ １３.０ １１.６ １１.１ １０.６ ９.９ ９.３ ８.７ ８.２ ７.６ ７.１ ６.６ ６.１ ５.７ ５.３ ４.９ ４.６ ４.３ ４.０ 

し尿割合 (％) ７.７ ７．３ ６.９ ６.１ ５.９ ５.８ ５.５ ５.３ ５.０ ４.８ ４.５ ４.３ ４.０ ３.８ ３.６ ３.４ ３.２ ３.１ ２.９ ２.７ 

計 (ｋＬ/日) １８７.４ １８７.８ １８８.４ １８８.７ １８７.２ １８１.８ １７９.１ １７６.３ １７３.６ １７１.０ １６８.４ １６５.８ １６３.３ １６０.７ １５８.１ １５５.５ １５３.０ １５０.４ １４７.９ １４５.３ 

年
間 

浄化槽汚泥 (ｋＬ/年) ６３,１１２ ６３,５５７ ６４,０１２ ６４,８３６ ６４,２９８ ６２,５０５ ６１,７３４ ６１,１３２ ６０,１９７ ５９,４４３ ５８,６９０ ５８,０９７ ５７,１８５ ５６,４３２ ５５,６３３ ５４,９８３ ５４,０３１ ５３,２３３ ５２,４３２ ５１,７２７ 

し尿 (ｋＬ/年) ５,２８１ ４,９９４ ４,７６０ ４,２３８ ４,０３８ ３,８５８ ３,６２７ ３,４１１ ３,１８５ ２,９７６ ２,７７６ ２,５９４ ２,４０８ ２,２４１ ２,０８３ １,９４２ １,８０１ １,６７６ １,５６３ １,４６１ 

計 (ｋＬ/年) ６８,３９３ ６８,５５１ ６８,７７２ ６９,０７４ ６８,３３６ ６６,３６３ ６５,３６１ ６４,５４３ ６３,３８１ ６２,４１９ ６１,４６６ ６０,６９１ ５９,５９３ ５８,６７３ ５７,７１６ ５６,９２４ ５５,８３３ ５４,９０９ ５３,９９５ ５３,１８９ 

※端数処理のため内訳の和と合計値は必ずしも一致しない。 

※平成２９年及び３０年の実績は、令和元年度策定の個別施設計画の値を参照 
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図３-１０ 処理区域別日平均搬入量の予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-１１ 年間搬入量の予測 
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（６）計画月最大変動係数 

各月当たりの１日平均収集量と、年間当たりの１日平均収集量の比を月変動係数といい、

変動係数の最大値をその年の月最大変動係数といいます。 

 

（月別変動係数）＝（月間日平均収集量）÷（年間日平均収集量） 

 

計画月最大変動係数には、直近３年間の搬入実績から各年度における月最大変動係数

を算出し、その平均値を使用します。 

令和元年度から３年度までの各月における既存３施設の合計搬入量を基に、月別の日平

均搬入量、変動係数を求めた結果を表３-１４に示します。 

 

表３-１４ 月別搬入量実績と変動係数（既存３施設合計） 

月 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 

搬入量 

（ｋＬ/月） 
日数 

日平均 

（ｋＬ/日） 

変動 

係数 

搬入量 

（ｋＬ/月） 
日数 

日平均 

（ｋＬ/日） 

変動 

係数 

搬入量 

（ｋＬ/月） 
日数 

日平均 

（ｋＬ/日） 

変動 

係数  

４月 ５,７３０.９  ３０ １９１.０  １.０１  ５,８８０.１  ３０ １９６.０  １.０４  ５,５１５.３  ３０ １８３.８  ０.９８  
 

５月 ５,８６０.６  ３１ １８９.１  １.００  ５,４５８.３  ３１ １７６.１  ０.９３  ５,３６２.７  ３１ １７３.０  ０.９２  
 

６月 ５,５７９.８  ３０ １８６.０  ０.９９  ５,９６３.２  ３０ １９８.８  １.０５  ５,６７７.８  ３０ １８９.３  １.０１  
 

７月 ６,１４９.４  ３１ １９８.４  １.０５  ６,０５６.０  ３１ １９５.４  １.０４  ５,６９７.５  ３１ １８３.８  ０.９８  
 

８月 ５,４７３.３  ３１ １７６.６  ０.９４  ５,２０１.９  ３１ １６７.８  ０.８９  ５,３９５.７  ３１ １７４.１  ０.９３  
 

９月 ５,３９９.５  ３０ １８０.０  ０.９６  ５,７６９.９  ３０ １９２.３  １.０２  ５,７４３.４  ３０ １９１.４  １.０２  
 

１０月 ５,７７６.２  ３１ １８６.３  ０.９９  ６,２６９.０  ３１ ２０２.２  １.０７  ５,６７３.９  ３１ １８３.０  ０.９８  
 

１１月 ６,０６３.６  ３０ ２０２.１  １.０７  ５,７３３.２  ３０ １９１.１  １.０１  ６,０５７.４  ３０ ２０１.９  １.０８  
 

１２月 ６,０６１.４  ３１ １９５.５  １.０４  ６,２５１.６  ３１ ２０１.７  １.０７  ６,３９６.６  ３１ ２０６.３  １.１０  
 

１月 ５,０２２.７  ３１ １６２.０  ０.８６  ４,８８９.４  ３１ １５７.７  ０.８４  ４,９９４.８  ３１ １６１.１  ０.８６  
 

２月 ５,３３０.４  ２８ １９０.４  １.０１  ５,０７０.２  ２９ １７４.８  ０.９３  ５,２３８.９  ２８ １８７.１  １.００  
 

３月 ６,３２４.１  ３１ ２０４.０  １.０８  ６,５３１.５  ３１ ２１０.７  １.１２  ６,５８２.４  ３１ ２１２.３  １.１３  
 

年間 ６８,７７１.９  ３６５ １８８.４    ６９,０７４.４  ３６６ １８８.７    ６８,３３６.４  ３６５ １８７．２    
 

          月最大変動係数の平均値 １.１１           

※端数処理のため内訳の和と合計値は必ずしも一致しない。  

 

各年度とも日平均搬入量が最大となるのは３月で、月最大変動係数は令和元年度が   

１.０８、令和２年度が１.１２、令和３年度が１.１３となり、３年間の平均は１.１１となります。 

令和元年度策定の個別施設計画では計画月変動係数は１.１２となっていましたが、今回

算出した月最大変動係数と大幅なかい離はないため、本市における年単位での変動は少

ないものと考えられます。本計画においては、より新しい実績を基に算出した値である１.１１

を計画月最大変動係数として使用します。 



 

３９ 

 

（７）計画処理量 

計画処理量は、設計要領から次式のように計画目標年次における計画年間日平均処理

量に計画月最大変動係数を乗じて算出します。 

 

計画処理量(kL/日)＝計画年間日平均処理量(kL/日)×計画月最大変動係数 

 

（５）「計画日平均処理量及び年間搬入量」から、令和１２年度～１８年度の間で予測搬入

量が最大となるのは令和１２年度であり、年間日平均搬入量は１６０.７ｋＬ（し尿：６.１ｋＬ/日、

浄化槽汚泥：１５４.６ｋＬ/日）となる見込みとなっています。これに（６）「計画月最大変動係数」

で算出した月最大変動係数１.１１を乗じると、計画処理量は１７８.４ｋＬ/日（し尿：６.８ｋＬ/日、

浄化槽汚泥：１７１.６ｋＬ/日）となります。 

この値を基に、計画規模（新施設の計画処理能力）を 

 

１７９kL/日（し尿：７kL/日、浄化槽汚泥：１７２kL/日） 

 

と設定します。 
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 計画し尿等性状の設定 

投入し尿及び浄化槽汚泥の性状を設定するため、各施設においてサンプリング調査を実施

しました。排水基準の該当項目について、直近３回の分析結果の平均値、最大値を表３-１５に

示します。ただし、第一水光園の浄化槽汚泥の性状値については、令和元年度の精密機能検

査時の分析結果を参照します。 

 

 

表３-１５ 既存３施設の性状分析結果 

             施設名 

 

分析項目 

第一水光園 
荒川南部 

環境センター 

妻沼南河原 

環境浄化センター 

平均 最大 平均 最大 平均 最大 

し
尿 

ＢＯＤ ４,９６７ ８,４００ １２,９３３ ２０,０００ １５,６６７ ２２,０００ 

ＣＯＤ ２,２３３ ３,５００ ３,１００ ３,４００ ６,９００ ９,５００ 

ＳＳ ２,９３３ ４,８００ ４,３６７ ５,８００ ７,６３３ １６,０００ 

Ｔ-Ｎ １,６２７ ２,５００ ２,１３３ ２,４００ ４,０３３ ６,１００ 

Ｔ-Ｐ １４２ ２００ １９７ ２３０ ４６０ ６６０ 

n-ヘキサン ４６０ １,１００ ４３７ ７００ １６２ ２３０ 

Ｃｌ－ ９４０ １,８００ １,３６７ １,７００ ２,５６７ ３,６００ 

浄
化
槽
汚
泥 

ＢＯＤ ４,２００ ３,０６７ ４,１００ １,９３３ ２,３００ 

ＣＯＤ ３,２００ ２,２２０ ３,４００ １,１１０ １,４００ 

ＳＳ １３,０００ ６,３００ ９,４００ １,３４３ ２,２００ 

Ｔ-Ｎ ７８０ ３７０ ６１０ ４２３ ４８０ 

Ｔ-Ｐ １１０ ４５ ７５ ５３ ５９ 

n-ヘキサン   ７２７ ９６０ ２１０ ３９０ 

Ｃｌ－   ８３ １２０ ２３７ ３００ 
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分析結果の性状値の平均に令和３年度の各施設のし尿・浄化槽汚泥搬入量を乗じ、合計搬

入量で除することで、既存３施設を集約した場合に想定される計画性状を算出しました。これを

表３-１６に示します。 

 

 

表３-１６ 計画投入性状 

項目 単位 し尿 浄化槽汚泥 

令
和
３
年
度
搬
入
量 

第一水光園 

（ｋＬ/年） 

２,３９３ ４２,４１１ 

荒川南部環境センター ６１６ １０,８４７ 

妻沼南河原環境浄化センター １,０２９ １１,０４１ 

３施設合計 ４,０３８ ６４,２９８ 

予
測
投
入
性
状 

ＢＯＤ 

（ｍｇ/Ｌ） 

８,９１０ ３,６２０ 

ＣＯＤ ３,５６０ ２,６８０ 

ＳＳ ４,３５０ ９,８７０ 

Ｔ-Ｎ ２,３２０ ６５０ 

Ｔ-Ｐ ２４０ ９０ 

n-ヘキサン ４００ ４７０ 

Ｃｌ－ １,４２０ １６０ 
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第４章 処理方式の検討 

 各種方式の概要 

現在、第一水光園の処理水は、施設の南側を流れる忍川へと河川放流されています。第一

水光園の北側約７００ｍには公共下水道（上之幹線）が敷設されており、新たに放流管を敷設

することにより処理水を公共下水道へと放流することが可能です。この場合、下水道法に定めら

れた下水排除基準を満たすために、希釈処理又は生物処理を行う必要があります。なお、河川

放流の場合は生物処理に加え、高度処理及び消毒を行い水質汚濁防止法に定められた排水

基準を満たす必要があります。これらの条件を勘案し、以下３つの処理方式及び放出先の案を

検討します。 

 

・処理方式①：希釈処理のち公共下水道へと放流 

・処理方式②：生物処理のち公共下水道へと放流 

・処理方式③：生物処理＋高度処理＋消毒のち河川へと放流 

 

 各種処理方式の原理と一般的な処理フロー 

① 希釈処理のち公共下水道へと放流 

搬入し尿・浄化槽汚泥等のきょう雑物を取り除き、さらに凝集剤等を用いて脱水（固液分

離）し、分離液を排除基準まで希釈して、公共下水道へと放流します。 

必要希釈倍率は搬入性状と脱水機の性能に依存しますが、本計画においては今後の

予測搬入量と第一水光園における井戸の揚水能力を勘案し、３倍希釈と設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１ 希釈下水道放流方式の簡易処理フロー 
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② 生物処理のち公共下水道へと放流 

搬入し尿や浄化槽汚泥等のきょう雑物を取り除いた後脱水（固液分離）を行い、分離液

を生物処理した上で、公共下水道へと放流します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-２ 生物処理＋下水道放流方式の簡易処理フロー 

 

③ 生物処理＋高度処理＋消毒のち河川へと放流 

搬入し尿や浄化槽汚泥等のきょう雑物を取り除いた後脱水（固液分離）を行い、分離液

を生物処理したのち高度処理と消毒まで行い、河川へと放流します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-３ 生物処理＋高度処理＋消毒＋河川放流方式の簡易処理フロー 
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 各種方式の比較 

一般的に方式①→②→③の順に処理工程が増えるため、機器点数も同様に増加します。そ

れに伴い、処理施設の面積及び建設工事費、メンテナンス費用、必要な運転管理人員、工期

等も増加する傾向にあります。ただし、方式①は希釈処理を行うため最も多くの用水を使用し、

同時に下水道使用料が発生します。方式②も同様に公共下水道を使用しますが、希釈処理を

行わない分、下水道使用料は少なくなります。 

処理方式の選定に当たって、近年汚泥再生処理センターの建設・運営管理実績のあるプラ

ントメーカー７社を対象に、処理方式別の工事費及び２０年分の維持管理費に関するアンケー

トを実施しました。回答のあった５社の見積結果を表４-１に、方式別ＬＣＣ（Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ｃｏｓｔ）

の比較図を図４-４に、処理方式の比較表を表４-２に示します。 

 

 

表４-１ 事業費アンケート各社見積表 
（単位：千円） 

  

①希釈＋下水道放流方式 ②生物処理＋下水道放流方式 ③生物処理＋高度処理＋河川放流方式 

工事費 維持管理費 計 工事費 維持管理費 計 工事費 維持管理費 計 

Ａ社 4,500,000 4,193,000 8,693,000 5,000,000 4,811,000 9,811,000 5,300,000 5,010,000 10,310,000 

Ｂ社 3,850,000 3,117,300 6,967,300 4,850,000 3,329,300 8,179,300 5,050,000 3,235,100 8,285,100 

Ｃ社 4,704,400 3,785,400 8,489,800 5,629,300 3,096,900 8,726,200 5,901,400 3,575,650 9,477,050 

Ｄ社 3,400,000 4,297,280 7,697,280             

Ｅ社 4,240,000 4,248,071 8,488,071 4,730,000 4,422,183 9,152,183 5,940,000 4,946,697 10,886,697 

平均 4,138,880 3,928,210 8,067,090 5,052,325 3,914,846 8,967,171 5,547,850 4,191,862 9,739,712 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-４ 方式別ＬＣＣの比較 
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５社（ただしＤ社は方式①のみの回答のため、②及び③は４社）の平均工事費は、方式①が

約４１億３,９００万円、方式②が約５０億５,２００万円、方式③が約５５億４,８００万円です。施設を

２０年間運用すること想定した場合の平均維持管理費は、方式①が約３９億２,８００万円、方式

②が３９億１,５００万円、方式③が約４１億９,２００万円となっています。維持管理費は下水道使

用料の関係で方式①が②を上回りますが、方式②は①と比較し電気料金、薬品費、補修整備

費、人件費等がより多くなるため、その差は僅かとなっています。工事費、維持管理費共に、方

式③が最も高額になります。工事費と維持管理費を合計したＬＣＣの平均額は、方式①が   

約８０億６,７００万円、方式②が約８９億６,７００万円、方式③が約９７億４,０００万円となります。 

以上の条件を勘案し、本計画においては最もＬＣＣが抑えられ、経済性に優れていると考え

られる方式①（希釈処理＋下水道放流方式）を、新施設の処理方式として採用します。 

なお、計画区域は公共下水道の事業計画区域外であるため、整備には埼玉県荒川左岸北

部流域下水道の同意が必要です。 
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表４-２ 処理方式比較表 

※端数処理のため内訳の和と合計値は必ずしも一致しない。 

 

 

処理方式 方式①（希釈＋下水道放流） 方式②（生物処理＋下水道放流） 方式③（生物処理＋高度処理＋河川放流） 

概要 

      

排出先 公共下水道 公共下水道 河川 

希釈倍率 ３倍 
希釈なし 

（ただし０.５倍程度の雑用水は必要） 

希釈なし 

 （ただし０.６倍程度の雑用水は必要） 

放流水量 約５４０ｋL/日 約２７０ｋL/日 約２７０ｋL/日 

機器点数 ・前処理＋希釈のみのため最少 ・生物処理設備の分①よりも増加 ・高度処理設備の分②よりも更に増加 

施設面積 ・最小、ただし希釈用の用水槽の容量確保は必須 ・設備数に比例して①よりも増加 ・設備数に比例して②よりも更に増加 

工期 

（実施設計及び性能試験期間も含む） 
 約 ３３か月（２年と９か月）  約 ３６か月（３年）  約 ３７か月（３年と１か月） 

概
算
事
業
費 

 建設工事費 ４,１３８,８８０ 千円  ５,０５２,３２５ 千円  ５,５４７,８５０ 千円  

 維持管理費（２０年） ３,９２８,２１０ 千円  ３,９１４,８４６ 千円  ４,１９１,８６２ 千円  

 
 

 電気料 ３８０,２９６ 千円  ５２５,３９２ 千円  ５９９,５４０ 千円  

 
 

 薬品代 ６０８,６１１ 千円  ８１０,１４５ 千円  １,１４１,７１０ 千円  

 
 

 下水道使用料 １,００４,２０３ 千円  ４２４,８０９ 千円  ０ 千円  

 
 

 維持補修費 １,０８５,２２０ 千円  １,１８３,９００ 千円  １,３１０,３６３ 千円  

 
 

 運転委託費 ８４９,８８０ 千円  ９７０,６００ 千円  １,１４０,２５０ 千円  

 計 ８,０６７,０９０ 千円  ８,９６７,１７１ 千円  ９,７３９,７１２ 千円  

方
式
別
比
較 

工事費 １００％ １２２％ １３４％ 

維持管理費 １００％ １００％ １０７％ 

LCC １００％ １１１％ １２１％ 
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第５章 公害防止計画 

 公害防止目標値の設定 

第２章２「関係法令等」で整理した公害防止基準を踏まえ、新施設における排水、騒音、振動、

悪臭、排ガス等に係る公害防止目標値を設定します。 

 

（１）排水基準 

新施設では処理水を公共下水道へ放流するため、本市で適用されている下水排除基準

を満たす必要があります。処理水の目標水質を表５-１に示します。 

 

表５-１ 目標水質 

項目 下水排除基準 目標水質 

ｐＨ － ５超～９未満 ５超～９未満 

ＢＯＤ （mg/L） ６００  未満 ６００  未満 

ＳＳ （mg/L） ６００  未満 ６００  未満 

Ｔ-Ｎ （mg/L） ２４０  未満 ２４０  未満 

Ｔ-Ｐ （mg/L） ３２  未満 ３２  未満 

ｎ-ヘキサン（鉱油類） （mg/L） ５  以下 ５  以下 

ｎ-ヘキサン（動植物油脂類） （mg/L） ３０  以下 ３０  以下 

アンモニア性窒素等 （mg/L） ３８０  未満 ３８０  未満 

 

 

（２）騒音、振動、悪臭 

新施設建設用地に適用される騒音、振動、悪臭の規制基準を、表５-２に示します。 

 

表５-２ 騒音、振動、悪臭の規制基準 

項目 
午前６時 

～午前８時 

午前８時 

～午後７時 

午後７時 

～午後１０時 

午後１０時 

～午前６時 

騒音  ５０ dB  ５５ dB  ５０ dB  ４５ dB 

振動  ５５ dB  ６０ dB  ５５ dB 

悪臭 臭気指数 １８ 
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 公害防止方式の設定 

前項で示した各項目の規制基準について、これらを遵守するための新施設における公害防

止方式を示します。 

（１）放流水質 

搬入し尿及び浄化槽汚泥からきょう雑物を取り除いたのち（脱水機の性能次第では、この

過程を必要としない場合もあります。）、凝集剤等の薬剤と脱水機を用いて固液分離します。 

分離液は井水で３倍に希釈し、下水排除基準を満たした上で公共下水道へと放流します。 

 

（２）騒音 

騒音の高い機器を収納する部屋は、遮音性の高い構造とし、内部には吸音材を貼る等の

騒音対策を行います。また、給排気口等の外部に対する開口には消音チャンバを設置し、

出入口を防音ドアとします。 

 

（３）振動 

大型の振動機器に対しては、剛性の高い構造体にする等の防振対策を行います。 

 

（４）悪臭 

受入槽等から発生する高濃度臭気、脱水工程や分離液槽等から発生する中濃度臭気は、

生物脱臭若しくは薬液洗浄によって臭気を軽減させたのち、活性炭吸着塔を通じて悪臭成

分を取り除きます。 

受入室等から吸引される低濃度臭気は、直接活性炭吸着塔を通じて悪臭成分を取り除き

ます。 

 

 

  



 

５１ 

 

第６章 資源化計画 

 資源化方式の概要 

発生する汚泥等の資源化方式の種類は、メタンガス回収による発電・燃料利用、堆肥化、助

燃剤化、リン回収、乾燥（肥料化）、炭化等があります。各資源化方式の概要を表６-１に示しま

す。 

新施設における汚泥の資源化方式は 

① 整備費用が安価かつ設置面積の縮小が可能である 

② 安定した利用先となるごみ焼却施設が市内に存在する 

といった理由から、個別施設計画にて助燃剤化方式で決定されています。 
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表６-１ 各資源化方式の概要 

 メタン発酵方式 堆肥化方式 助燃剤化方式 リン回収方式 乾燥方式 炭化方式 

処 理 概 要 

・生ごみや汚泥等の有機性廃棄物を

嫌気性微生物の作用によりメタンに

変換し、エネルギー資源として回収

する。 

・汚泥等を好気性条件下で堆積させ、

微生物の作用により有機物を分解、

より安全で安定した物質に変換する

とともに、病原性微生物や雑草種子

の死滅化を行う。 

・汚泥脱水機を用いて、発生汚泥を 

含水率７０％以下まで脱水する。 

・ リ ン を 含 む 排 水 に カ ル シ ウ ム や    

マグネシウムを添加し、ｐＨを調整す

ることで結晶化させたリン酸化合物と

して回収する。 

・脱水汚泥中 の水分を 蒸発 ・乾燥   

させ、肥料や土壌改良剤として利用

する。 

・乾留処理等により乾燥汚 泥の熱   

分解・有機成分の揮発を促進し、炭

素分を多く含む炭化物を生成する。 

資 源 化 物 

・消化ガス（メタン約６０％、二酸化  

炭素約３５％、硫化水素約１％） 

・含水率３０～４０％の堆肥化物 ・含水率７０％以下の脱水ケーキ ・ヒドロキシアパタイト、又はリン酸   

マグネシウムアンモニウム 

・含水率３０％程度の汚泥乾燥物 ・炭化物 

用 途 

・消化ガス（メタンガス）を発電及び  

熱回収に利用 

・堆肥や肥料として利用 ・混焼率１５％以下でごみ焼却炉等の

助燃剤として利用 

・リン酸肥料の原料として利用 ・農地還元あるいは堆肥化設備の  

水分調整に使用 

・肥料、園芸用土壌、融雪剤、脱臭剤

等として利用 

生成物の特徴 

・消化ガスを利用して発電を行う場合

には、処理場内で使用される電力の

一部を賄う。 

・また、その排ガスから熱回収を行い、

メタン発酵槽の加温に利用する。 

・消化ガスには硫化水素が含まれるた

め、脱硫装置の設置が必要になる。 

・臭気、腐敗性がほぼ解消される。 

・利用先に応じて、成型や粒状化を 

行う。 

・利用時期が偏るため、貯留及び処分

の方法を十分に検討する必要があ

る。 

・臭気及び腐敗性が残るため、長期の

保存は不可 

・利用先に応じて破砕・サイズ調整等

が必要となる。 

・純度の高い生成物を得ることができ

る。 

・重金属類の含有率は極めて低い。 

・ただし生成量が少ないため、利用先

の確保が重要となる。 

・一般的に乾燥ケーキは飛散しやす

いので、供給先に応じて粒状等に 

成型する。 

・炭化物は無菌状態で臭気がほぼ  

なく、衛生的で長期保存が可能 

・飛散が少ない粒状製品となる。 

・し渣及びビニール等のきょう雑物も 

同時に処理できる。 

・最も減量化効果が大きい。 
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 資源化物の利用先 

資源化物（助燃剤）の利用先としては、新施設からの距離が最も近い（仮称）新熊谷衛生セン

ターを予定しています。熊谷市関連のごみ焼却施設を表６-２に示します。 

 

表６-２ 熊谷市関連のごみ焼却施設 

ごみ焼却施設 所在地 規模 備考 

熊谷衛生センター第一工場 
熊谷市西別府５８３番地１ 

 １４０ｔ/日 令和１１年度稼働停止 

熊谷衛生センター第二工場  １８０ｔ/日 令和１０年度稼働停止 

江南清掃センター 熊谷市千代９番地  １００ｔ/日 令和１１年度稼働停止 

深谷清掃センター 深谷市樫合７５０番地  １２０ｔ/日 令和１０年度稼働停止 

（仮称）新熊谷衛生センター 熊谷市西別府５８３番地１  ２５５ｔ/日 令和１２年度稼働開始予定 

（仮称）新深谷清掃センター 深谷市樫合７５０番地  ２０５ｔ/日 令和１１年度稼働開始予定 

 

 

 資源化物の発生量予測 

脱水による浮遊物質（ＳＳ）回収率を１００％、資源化物の含水率を７０％とした場合、助燃剤

の発生量は以下の式で表されます。 

 

し尿発生量（L/日）×し尿ＳＳ（mg/L）＋浄化槽汚泥発生量（L/日）×浄化槽汚泥ＳＳ（mg/L）

１− 0.7
 

 

この式に第３章「処理規模の設定」で算出したし尿及び浄化槽汚泥の予測発生量、計画投

入性状を代入し、新施設における助燃剤の発生量を予測します。 

予測結果を表６-３に示します。 

 

表６-３ 助燃剤発生量の予測 

  Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６ Ｒ１７ Ｒ１８ 

し尿発生量 （Ｌ/日） ６.１ ５.７ ５.３ ４.９ ４.６ ４.３ ４.０ 

浄化槽汚泥発生量 （Ｌ/日） １５４.６ １５２.４ １５０.２ １４８.０ １４５.８ １４３.７ １４１.３ 

し尿ＳＳ （ｍｇ/L） ４,３５０ ４,３５０ ４,３５０ ４,３５０ ４,３５０ ４,３５０ ４,３５０ 

浄化槽汚泥ＳＳ （ｍｇ/L） ９,８７０ ９,８７０ ９,８７０ ９,８７０ ９,８７０ ９,８７０ ９,８７０ 

助燃剤（脱水汚泥）発生量 （ｔ/日） ５.１８ ５.１０ ５.０２ ４.９４ ４.８６ ４.７９ ４.７１ 
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 利用予定施設への搬入方法、コスト等の検討 

助燃剤は、臭気等の対策を施した専用のダンプトラックを使用して搬出します。 

４ｔ積級のトラックを使用して、日平均２.０回の搬出を行う場合に想定されるコストを、以下に

示します。 

 

A 距離と運搬回数    

 ① 片道距離  １１  ｋｍ 

 ② 運搬量（助燃剤発生量）  ５.２  ｔ/日 
 ③ 回数（３６５日平均）  ２.００  回/日 
      

B 拘束時間    

 ④ 往復時間 ３０ｋｍ/時として ０.７３  時間/回 

 ⑤ 雑時間  ０.３０  時間/回 
 ⑥ 拘束時間計 ③×(④+⑤) ２.０７  時間/日 
      

C 燃料代    

 ⑦ 燃費 国土交通省「自動車燃費一覧（Ｒ４.３）」 ８.００  ｋｍ/Ｌ 

 ⑧ 軽油 資源エネルギー庁「石油製品価格調査（Ｒ４.１２時点）」 １４８  円/Ｌ 
 ⑨ 燃料代（往復） （①×２×③）÷④×⑤ ８１４  円/日 

 ⑩ １ｔ当たりの単価 ⑨÷② １５７  円/ｔ 
      

D 人件費    

 ⑪ 運転手  ５,０００  千円/年 

 ⑫ 管理費（２０％） ⑪×０.２ １,０００  千円/年 
 ⑬ 計 ⑪＋⑫ ６,０００  千円/年 
 ⑭ 実勤務時間  ６  時間/日 

 ⑮ 必要人数 ⑥÷⑭ ０.３４  人/日 
 ⑯ 時間換算の人件費 ⑬×⑮ ２,０６７  千円/年 

 ⑰ 人件費単価 ⑯÷３６５×②×１０００ １,０９３  円/ｔ 
      

E トラック費用    

 ⑱ １時間当たり換算損料 国土交通省「建設機械等損料表（Ｒ４.３）」 １,５１０  円/時 

 ⑲ １ｔ当たりの必要時間数 ⑥÷② ０.４０  時間/ｔ 

 ⑳ １ｔ当たりの単価 ⑱×⑲ ６０２  円/ｔ 
      

F 合計    

 ㉑ ｔ/日当たりの運搬費 ⑩＋⑰＋⑳ １,８５３  円/ｔ 

 ㉒ 安全率２０％を見込む ㉑×１.２ ２,２２３  円/ｔ 
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第７章 施設管理計画 

 運転管理計画 

施設の円滑な運転・管理を行うため、各設備の計画運転時間及び運転管理人員数を設定し

ます。 

（１）稼働時間 

新施設において予定されている１週間当たりの稼働日数及び１日当たりの稼働時間は、

表７-１に示すとおりです。 

 

表７-１ 施設運転時間 

設備項目名 
１週間の 

稼働日数 

１日当たりの 

稼働時間 

受入設備  ６ 日/週   ７ 時間/日 

前処理設備  ６ 日/週   ７ 時間/日 

固液分離設備  ６ 日/週   ７ 時間/日 

希釈・放流設備  ７ 日/週  ２４ 時間/日 

脱臭設備  ７ 日/週  ２４ 時間/日 

 

 

（２）運転人員数 

新施設における計画運転管理人員数は、計７人とします。 

 

 

 施設配置・動線計画 

施設配置・動線計画は、関係法令・関連する条例等を遵守した上で、作業性・経済性・周辺

環境への配慮を行い、限られた敷地ができるだけ合理的・経済的かつ有効に使われるように計

画する必要があります。 

新施設においても、用地内の車両・機材・作業の円滑な動線を確保し、保守及び安全面の

管理等を考慮するとともに、環境対策にも留意した施設配置及び動線計画を設定します。 

施設配置及び施設内の動線計画概要図を、図７-１に示します。 
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図７-１ 施設内配置・動線計画 
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第８章 放流管接続計画 

 放流管接続計画の概要 

第４章「処理方式の検討」の結果から、処理水は公共下水道へ放流するため、新施設から流

域関連公共下水道の上之幹線管きょへ接続する放流管工事が必要となります。 

なお、上之幹線は流域関連公共下水道のため、管きょに流入した汚水は桶川市にある元荒

川水循環センターにて処理され、利根川水系の一級河川である元荒川へと放流されます。 

 

 放流管接続計画 

上之幹線へと接続する放流管について、新施設用地からの接続ルート、管種・管径及び送

水方式を設定します。 

 

（１）放流管接続先 

放流管の接続位置は、新施設用地に最も近い上之幹線Ｎｏ.０００４マンホールとします。 

接続先となるＮｏ.０００４マンホール位置の管きょ情報を表８-１に示します。 

 

表８-１ 接続先管きょ情報 

接続位置 上之幹線Ｎｏ.０００４マンホール 

接続管径 ＨＰφ １,０００ ｍｍ 

管底深さ ｈ ＝３.３６５ ｍ 

土被り ｄ ＝ ２.２７ ｍ 

 

（２）放流管計画ルート 

新施設から上之幹線までの放流管接続の概略図は、図８-１に示すとおりです。 

留意事項として、放流管計画ルートには既設水路（平戸都市下水路：開きょ５,０００ｍｍ     

×２,０００ｍｍ，管底深さｈ＝２.４４４ｍ）が支障となるため、下越しあるいは上越しによる横断

が伴います。 

また、計画範囲における地下埋設物は、「市営上水道・東京ガス・東京電力・埼玉県送水

管」が埋設されており、既設水路、雑排水管等が放流管計画に影響する場合もあるため、下

水道管きょの埋設位置には十分配慮し、詳細設計実施時及び施工実施前には、地下埋設

物の位置確認及び管理者との協議を行うものとします。 
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図８-１ 放流管接続の概略図（熊谷市下水道台帳を一部編集） 
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（３）管種の検討 

管種の検討については、対象となる水質が下水道の汚水扱いとなるため、耐腐食性に優

れる管種を選定します。 

一般的に自然流下に採用される管種は、耐腐食性を考慮すると硬質塩化ビニル管（ＶＵ）

が優れます。また、経済的にも安価となり、軽量であることから施工性が優れ、小規模の管径

で採用されている事例がほとんどとなります。 

また、圧送方式に採用される管種は、継手が融着（圧送方式は、自然流下に比べマンホ

ールが不要となるため融着による一体構造となる）となるポリエチレン管（ＰＥ）が優れます。

ただし、水路横断等により露出管となる場合は、紫外線への対応や管強度が重視される場

合があるため、ダクタイル鋳鉄管（ＤＣＩＰ）が採用される事例が多くなります。 

以上のことから、放流管に用いる管種は以下のとおりとします。 

 

① 自然流下方式（埋設）：下水道用硬質塩化ビニル管（ＶＵ） 

② 圧送方式（埋設）   ：下水道用ポリエチレン管（ＰＥ） 

③ 圧送方式（露出）   ：下水道用ダクタイル鋳鉄管（ＤＣＩＰ） 

 

（４）管径の検討 

放流管径は、管内流速が最低清掃流速Ｖ＝０.６ｍ/ｓ以上とし、処理水量「Ｑ＝５４０㎥/日

÷８６,４００＝０.００６３㎥/ｓ」が流下可能となる断面とします。 

自然流下方式は、以下の流量計算結果より、ＶＵφ２００ｍｍ（汚水管の最小口径）としま

す。 

 

計画水量 
計画管きょ 

判定 管種・管径 勾配 流速 流量 

㎥/ｓ ｍｍ ‰ ｍ/ｓ ㎥/ｓ 

０.００６３ ＶＵφ２００ ２.００ ０.６１ ０.０１９ 

 

０.００６３ ≦ ０.０１９０ 

（＝ＯＫ） 

 

圧送方式は、以下のとおり最適流速Ｖ＝０.６ｍ/ｓより送水が可能となるφ１５０ｍｍとします。 

 

Ｑ＝Ｖ×πＤ２×６０÷４＝０.６×π×０.１５０２÷４＝０.０１０６㎥/ｓ 

０.００６３㎥/ｓ ≦ ０.０１０６㎥/ｓ（＝ＯＫ） 
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（５）送水方式 

管路施設の送水方式は自然流下方式が一般的ですが、本計画においては既設水路の

下越しを考慮した場合、接続先となる上之幹線の埋設深さより深い計画となるため、接続が

困難となります。このため下記の理由により、本計画における送水方式は、「放流ポンプによ

る全線圧送方式」とします。また、接続マンホールの数ｍ南に圧抜きのマンホールを設置し、

最下流部の５ｍ程度は自然流下方式とします。 

 

① 支障物となる既設水路に対して、上越し横断が可能である。 

② マンホール設置が伴わないことから、公道からの臭気発生の可能性が少ない。 

③ 掘削深さが浅くなり、地下埋設物への影響が少なく施工性・経済性に優れる。 

 

（６）縦断・断面計画 

採用案における各種確認事項を反映した検討縦断計画図を図８-２に、検討断面計画図

を図８-３に示します。 

 

（７）申し送り事項 

検討結果による詳細設計実施時及び施工実施前時申し送り事項を以下に示します。 

ア  空気弁の設置 

橋りょう添架部へは空気弁の設置を推奨する。 

イ  橋りょう添架 

水路構造はプレキャスト製品であるため、この範囲の撤去を避ける計画が望ましいこ

とから、既設水路部の構造確認及び詳細図を作成した後、維持管理者との協議が必

要となる。 

ウ  近接協議 

当該計画位置は、地下埋設物の占用があり、特に、ガス管は中圧φ４００ｍｍ，県送

水管は、φ８００ｍｍとなる。 

また、官民境界位置が不明であることから、詳細横断図を作成した後、占用位置を

検討し各企業体への近接協議が必要となる。 

エ  圧送管 

放流ポンプの吐出量が処理水量以上及び以下となる場合や、圧送管内流速が０.６

ｍ/ｓ以上の場合で設定する場合は、圧送管径の見直しが必要となる。 
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図８-２ 検討縦断計画図  
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図８-３ 検討断面計画図
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第９章 民間活力導入可能性調査 

 調査の目的 

本市では、「熊谷市ＰＰＰ/ＰＦＩ導入ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）に基づき、「建

築物又はプラントの整備に関する事業」、「利用料金を徴収する事業」、「施設整備費の総額が

おおむね１０億円以上の事業」又は「単年度の維持管理、運営費が１億円以上の事業」のいず

れかの事業費基準を満たす公共施設整備事業については、ＰＰＰ/ＰＦＩ手法の導入を検討する

こととしています。 

本事業は、施設整備費の総額が１０億円以上を見込んだ建築物の整備に関する事業であり、

「建築物又はプラントの整備に関する事業」及び「施設整備費の総額がおおむね１０億円以上

の事業」に該当することから、ＰＰＰ/ＰＦＩ手法の導入を検討します。 

 

 公共事業方式の整理 

（１）各事業方式の概要 

想定される事業方式について、概要を以下に示します。また、各事業方式の事業実施主

体を表９-１に、想定されるメリット・デメリットを表９-２に示します。 

 

◼ 従来型方式（ＤＢ方式＋直営） 

資金調達から設計・施工・運営まで市が主体となって事業を進める方式です。 

一般的な公共施設については設計・施工・維持管理・運営をそれぞれ分離発注する

ことになりますが、廃棄物処理施設では施設の特殊性から性能発注による設計・施工

を一括発注するＤＢ方式が一般的な手法となります。 

◼ ＤＢ方式＋民営 

資金調達を市が行い、民間事業者に設計・施工を一括発注し、公共自らが所有した

上で施設の運転及び維持管理を民間事業者に複数年かつ包括的に責任委託する事

業手法です。 

◼ ＤＢＯ方式 

資金調達を市が行い、設計・施工に加えて長期かつ包括的な運営委託を民間事業

者に一括発注する事業方式です。 

◼ ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式） 

民間事業者が自ら資金調達を行った上で公共施設等の設計・施工を行い、その施

設を市側に譲渡したのち、その施設の維持管理・運営を実施する事業方式です。 

◼ ＰＦＩ手法（ＢＯＴ方式） 

民間事業者が自ら資金調達を行った上で公共施設等の設計・施工を行い、その施

設を所有したまま維持管理・運営を行い、事業期間終了後に市側へ譲渡する事業方

式です。 



 

６８ 

 

表９-１ 各事業方式の事業実施主体の整理 

項目 従来型方式 
ＰＰＰ手法 ＰＦＩ手法 

ＤＢ方式 ＤＢＯ方式 ＢＴＯ方式 ＢＯＴ方式 

資金調達 公共 公共 公共 民間 民間 

運
営 

設計・施工 公共 民間 民間 民間 民間 

維持管理 公共 公共 民間 民間 民間 

運営 公共 公共 民間 民間 民間 

施
設
所
有 

建設中 公共 公共 公共 民間 民間 

運営中 公共 公共 公共 公共 民間 

事業終了後 公共 公共 公共 公共 公共 

※ただし、廃棄物処理施設は施設の特殊性から性能発注による設計・施工一括発注が一般的であり、

上表のＤＢ方式を従来型手法としています。 

 

表９-２ 各事業方式のメリット・デメリット 

事業手法 メリット デメリット 

従来型方式 

（DB 方式＋直営） 

・ 運営主体が公共のため、政策的な変

化に柔軟に対応できる。 

・ これまで一般的に取り入れられてきた

方式であるため、導入に際しての手

続等の負担が少ない。 

・ 設計・施工や運営、維持管理の各民

間事業者のノウハウ活用による相乗

効果が期待できない。 

・ 長期の運営を見通した事業の効率化

や合理化が図りづらく、支出の見通し

が立て難い。 

ＰＰＰ

手法 

ＤＢ方式 

＋民営 

・ 長期間の運営委託により、運転・維

持管理における事務の効率化や合

理化及びコストの平準化を図ることが

できる。 

・ 設計・施工と運営・維持管理で各々

に契約を行うため、選定・契約に係る

手続の負担が大きい。 

ＤＢＯ方式 

・ 一括発注により、設計・施工・維持管

理・運営の各民間事業者のノウハウ

が活用されるほか、長期で見た際の

コストの平準化を図ることができる。 

・ 建設事業者の選定時に運営に係る

詳細を決定する必要があり、建設着

手までにかかる期間が増加する。 

ＰＦI

手法 

ＢＴＯ方式 

・ 一括発注により、設計・施工・維持管

理・運営の各民間事業者のノウハウ

が活用される。 

・ ＳＰＣ（特別目的会社）を設立すること

により、企業の倒産等のリスクを軽減

できる。 

・ 民間で資金調達を行うため、金利等

の費用負担が大きくなる。 

・ 事業者の選定や手続が複雑で時間

がかかり、参加事業者側の負担も大

きい。 

ＢＯＴ方式 

・ 一括発注により、設計・施工・維持管

理・運営の各民間事業者のノウハウ

が活用される。 

・ 施設に関する設備投資や修繕につ

いては、民間事業者の判断で実施す

ることが可能である。 

・ 民間で資金調達をし、施設を所有す

る形となるため、金利や税負担等の

総コストが更に増大する。 
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（２）公共及び民間の責任・リスク 

事業における主なリスクと分担例について、ガイドラインで示されているものを表９-３に示

します。 

表９-３ 公共及び民間のリスク分担 

種類 原因 
リスク分担 

コメント 
行政 民間 

制度・法令リスク 関係法令・許認可・税制の変更等 ○ ○ 
あらかじめ変更が予想できる場合は民間の負

担、その他は行政の負担となる。 

経済リスク インフレ・デフレ・為替変動等   ○ 
民間は変動を見込む事業計画により対応す

る。 

金利リスク 金利変動等   ○ 
民間は変動を見込む事業計画により対応す

る。 

パートナーリスク 出資者、事業のパートナー経験、能力不足等   ○ 
民間はより良い出資者、パートナーの選定で

対応する。 

デフォルトリスク 事業の破綻、打切り等 

行政の事由 ○   
発現時には行政は民間に損失を補償する必

要あり。 

民間の事由   ○ 
発現時には行政、金融機関等による事業継

承など事業継続の努力が必要となる。 

不可抗力リスク 災害・戦争等 ○ ○ 
民間の保険で対応できる部分は民間で負担

する。 

住民合意リスク 住民との協議の不調、反対運動の発生等 ○ ○ 

行政は、住民との合意形成を行う責任があ

り、対応も一元的に引き受ける。ただし、民間

に責任がある場合は民間の負担となる。 

測量・調査リスク 測量・調査ミス等 

行政の事由 ○   

より正確な資料の整備、測量、調査、設計の

実施で対応する。 

民間の事由   ○ 

設計リスク 設計ミス等 

行政の事由 ○   

民間の事由   ○ 

資金調達リスク 出資者、金融機関からの資金調達の不調   ○ 
民間は、実現性の高い事業計画の策定で資

金調達を確実にすることで対応する。 

コストオーバーランリスク 

タイムオーバーランリスク 

未完工リスク 

建築技術の不足 

資金・人手調達の不調 

建築中の仕様の変更 

行政の事由 ○   
行政は要求する性能について事前の確定、

建設に対する障害の排除で対応する。 

民間の事由   ○ 
民間はより高い経営能力、技術力を事業に

注ぐことで対応する。 

需要リスク 当初見込まれたサービス需要の減少 ○ ○ 

民間はより高い経営能力、技術力を事業に

注ぐことで対応。ただし、サービスの見込み

や需要に行政が関係する場合は最低補償等

を行政が行う場合もある。 

原料供給リスク 
管理・運営に必要な原料・資材等の不足、価

格上昇 
  ○ 

民間はより高い経営能力、技術力を事業に

注ぐことで対応する。 

性能リスク 
設備の能力不足、人員の技術不足、人員の

不足等 
  ○ 

民間はより高い経営能力、技術力を事業に

注ぐことで対応する。 

出典：熊谷市ＰＰＰ/ＰＦＩ導入ガイドライン 
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（３）類似施設の整備・運営事業における導入事例等 

近隣自治体の汚泥再生処理センター整備・運営事業における、各事業方式の導入事例

を表９-４に示します。 

 

表９-４ 事業方式導入事例 

 

 

 

 施設整備運営事業における事業方式の評価 

（１）事業範囲の検討 

本事業の事業範囲を建設業務と運営業務に分けて整理します。 

ア  建設業務 

建設業務の内容を表９-５に示します。 

 

表９-５ 建設業務の業務範囲 

項目 
設計・施工に係る役割分担 

公共 民間事業者 

資金調達 ○   

施設計画 ○   

施設設計   ○ 

施設建設   ○ 

各種許認可取得   ○ 

各種マニュアル類の作成   ○ 

環境管理   ○ 

住民対応 ○   

その他必要な業務一式   ○ 

 

  

事業手法 都道府県 地方公共団体名 施設名称 竣工年度 

ＰＰＰ 

手法 

ＤＢ方式 

＋民営 

東京都 西秋川衛生組合 汚泥再生処理センター（玉美園） Ｈ３０（２０１８） 

千葉県 長生郡市広域市町村圏組合 汚泥再生処理センター Ｈ３０（２０１８） 

茨城県 土浦市 土浦市汚泥再生処理センター Ｒ３（２０２１） 

ＤＢＯ方式 

埼玉県 東埼玉資源環境組合 第二工場汚泥再生処理センター Ｈ３０（２０１８） 

福島県 
会津若松地方広域市町村圏 

整備組合 
有機性廃棄物リサイクル推進施設 Ｒ３（２０２１） 

ＰＦＩ 

手法 

ＢＴＯ方式 
※総事業費に対して採算が見込めないため、前例がほぼない。 

ＢＯＴ方式 
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イ  運営業務 

運営業務の内容を表９-６に示します。 

 

表９-６ 運営業務の業務範囲 

項目 
運営に係る役割分担 

公共 民間事業者 

施設の受入管理   ○ 

施設の運転管理   ○ 

施設の維持管理   ○ 

資源物・副生成物の品質確保   ○ 

資源物・副生成物の搬出   ○ 

資源物・副生成物の売却・処理 ○   

環境管理（各種分析を含む）   ○ 

運転データの記録・保管   ○ 

運転記録報告書の作成   ○ 

精密機能検査の実施   ○ 

長寿命化計画の策定   ○ 

各種許認可取得 ○   

住民対応 ○   

環境啓発 ○   

その他必要な業務一式   ○ 

 

 

（２）事業で想定される事業方式の抽出 

汚泥再生処理センター整備事業においては、施設の運営に係る費用に対して収益等に

よる採算が見込めないため、ＰＦＩ手法のＢＴＯ方式やＢＯＴ方式の導入実績は極めて少なく

なっています。 

ＢＴＯ方式とＢＯＴ方式を比較した場合、ＢＯＴ方式はより総事業費が高額になる傾向があ

るため、本計画においてはこれを除いた以下４つの事業方式を検討するものとします。 

 

⚫ 従来型方式（ＤＢ方式＋直営） 

⚫ ＤＢ方式＋民営 

⚫ ＤＢＯ方式 

⚫ ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式） 
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（３）法的課題の整理 

本事業は、廃棄物処理施設に係る整備・運営事業であることから、廃棄物の処理及び清

掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）（以下「廃掃法」という。）における制約について

整理します。 

廃掃法の第７条第１４項において、「一般廃棄物収集業者は、一般廃棄物の収集若しくは

運搬又は処分を、一般廃棄物処分業者は一般廃棄物の処分を、それぞれ他人に委託して

はならない。」として、再委託を禁止しています。 

運営業務の実施主体をＳＰＣとし、民間事業者の業務範囲に、第三者に有償売却できな

い副生成物等の運搬、最終処分等を含める場合に、ＳＰＣがその運搬や処分を第三者に委

託する場合、廃掃法における再委託の禁止に抵触するおそれがあります。 

この点について、以下に示すように公共、ＳＰＣ、運搬業者及び最終処分業者等との三者

契約の形態とすることで、廃掃法における再委託の禁止への抵触を回避することが可能とな

ります。この三者契約は、実際にこれまで多くのＤＢＯ方式又はＰＦＩ手法を導入した先行事

例においても採用されています。 

具体的には、三者契約において、廃棄物に該当する副生成物等の運搬や最終処分等を

公共が運搬、最終処分業者等に委託することとし、運搬費、引取費は公共からＳＰＣに対し

て支払われる委託料のうちから、ＳＰＣが運搬及び最終処分業者等に支払うとするものです。 

これにより、民間事業者の業務範囲に副生成物の運搬や最終処分を含め、運搬費や引

取費に関しても民間事業者から提案を求めることが可能となります。 

副生成物処理に係る契約例を、図９-１に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９-１ 副生成物処理に係る契約例 

  

運搬業者

最終処分業者等

公共

SPC

対価の支払
（副生成物の運搬：引取費含む） 契約締結

運搬費

引取費

委託契約締結

委託契約締結
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（４）支援措置の検討 

ア  循環型社会形成推進交付金 

循環型社会形成推進交付金制度は、平成１７年度から廃棄物の３Ｒを統合的に推進

するため、自治体の自主性と創意工夫を生かしながら広域的かつ総合的に廃棄物処

理施設等の整備を推進することにより、循環型社会の形成を図ることを目的として創設

された国庫補助に替わる制度です。 

し尿処理施設の整備に係る交付金制度の概略は、図９-２に示すとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９-２ 循環型社会形成推進交付金制度の概略 

 

本事業は「有機性廃棄物リサイクル推進施設（汚泥再生処理センター）」に該当し、

交付金の交付を受けるためには、以下に示す要件を満たす必要があります。 

 

① し尿・浄化槽汚泥以外に、有機性廃棄物を併せて受入・処理する施設であること。

（有機性廃棄物とは、家庭厨芥
ちゅうかい

や事業系厨芥類、野菜くず、魚のあら、おから等のほ

かに、農漁業集落排水汚泥、コミュニティ・プラント汚泥が該当するが、近年はペット

のふん、産業廃棄物ではあるが下水汚泥や畜舎系のふん尿等も有機性廃棄物とし

て認められている。） 

② 以下のいずれかの資源化設備を備えていること。 

  ○ 処理に伴い発生するメタンガス利用のメタンガス発酵設備 

    （ガスの有効利用ができれば良く、発電を条件とはしていない。） 

  ○ 発生汚泥の堆肥化設備（肥料登録の有無は条件としていない。） 

  ○ 発生汚泥の炭化設備（廃棄物焼却炉、又は乾燥設備の適用を受ける。） 

  ○ リン回収設備（し尿中に含まれるリンを回収し、農地還元する。） 

  ○ 処理汚泥の高効率脱水による助燃剤化設備 

    （汚泥の含水率７０％以下とし、焼却施設の燃料として利用する。） 

  

○ 有機性廃棄物リサイクル推進施設 ○ 従来のし尿処理施設

（汚泥再生処理センター） ○ 下水道投入施設

○ コミュニティ・プラント ○ 施設の解体・撤去

（地域し尿処理施設）

○ 浄化槽設置整備事業

○ 浄化槽市町村整備推進事業

○ 基幹的設備改良事業

《交付対象》 《交付対象外》

循環型社会形成推進交付金（環境省）
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また、交付金対象施設である有機性廃棄物リサイクル推進施設において、交付対象

となる設備は、以下に示すとおりです。なお、交付額は対象事業費の３分の１です。 

 

《有機性廃棄物リサイクル推進施設において交付対象となる設備》 

① 受入・貯留・供給設備（搬入・退出路を除く。） 

② 前処理設備（汚泥濃縮装置（移動式を含む。）） 

③ 発酵設備・その他有機性廃棄物のたい肥化、飼料化等の資源化に必要な設備 

④ 嫌気性消化処理設備、好気性消化処理設備及び湿式酸化処理設備等し尿等の処

理に必要な設備 

⑤ 活性汚泥法処理設備 

⑥ 排ガス処理設備 

⑦ 余熱利用設備（発生ガス等の利用設備を含む。） 

⑧ 残さ処理設備 

⑨ 搬出設備 

⑩ 排水処理設備（消毒設備を含む。） 

⑪ 換気、除じん、脱臭等に必要な設備 

⑫ 希釈、冷却、加温、洗浄、放流等に必要な設備 

⑬ 前各号の設備の設置に必要な電気、ガス、水道等の設備 

⑭ 前各号の設備と同等の性能を発揮するもので前各号の設備に代替して設置し使用

される備品（ただし、前各号の設備を設置し使用する場合と費用対効果が同等以上

であるものに限る。） 

⑮ 前各号の設備の設置に必要な建築物 

⑯ 搬入車両に係る洗車設備 

⑰ 電気、ガス、水道等の引込みに必要な設備 

⑱ 前各号の設備の設置に必要な擁壁、護岸、防潮壁等 

※ 本事業の交付対象とならない建築物等の設備は、上記⑮の建築物のうち、①、②、

⑥、⑧、⑨、⑩、⑪、⑫及び⑬の設備に係るもの（これらの設備のための基礎及び杭

の工事に係る部分を除く。）。 

出典：循環型社会形成推進交付金交付取扱要領（令和４年１２月２日施行） 
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イ  地方財源措置 

自治省（現総務省）の「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す

る法律（平成１１年法律第１１７号）に基づいて地方自治体が実施する事業に係る地方

財政措置について（平成１２年自治調第２５号）」に基づき、計画施設を地方自治体が

整備する場合に国庫補助負担制度がある事業については、ＰＦＩ手法を含めた全ての

事業手法に対して、同等の一般廃棄物処理事業債及び地方交付税措置が行われま

す。 

 

ウ  一般廃棄物処理事業債（地方債） 

一般廃棄物処理事業債は、計画施設の財源として充当される起債であり、事業の交

付金対象事業費から交付額を引いた残りに対しての９０％及び交付金対象外事業費

に対しての７５％が充当されます。 

 

エ  地方交付税 

地方交付税は、各団体間の財源の不均衡を調整し、全ての地方団体が一定の基準

によって交付されます。また、一般廃棄物処理事業債の償還における交付税措置率は、

交付金対象事業費中の額に対しての５０％及び交付金対象外事業費中の額に対して

の３０％となります。 

 

オ  財源内訳例 

以上の内容を踏まえ、計画施設の整備事業費に対して構成される財源内訳例を図

９-３に示します。 

 

 

 

 

 

 

※【 】内は地方債の元利償還金に対して後年度交付税措置される場合 

図９-３ 財源内訳例 
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地方債
（７５％）
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 導入可能性調査（市場調査）の実施 

各事業方式について、建設費・維持管理費等を含めた総事業費の比較を行うため、直近５

年間で汚泥再生処理センターの新設工事を実施しているプラントメーカー７社に対して、市場

調査アンケートを実施しました。 

以降、事業費の概算値については、アンケートに回答のあった４社の見積平均額を使用し、

検討を行うものとします。 

ただし、第４章「処理方式の検討」で使用した見積結果とは事業者アンケートの実施時期や

仕様上の諸条件等が異なるため、本章における工事費及び維持管理費等の事業費概算値も

異なります。 

 

 

 事業化シミュレーション（ＶＦＭの評価） 

（１）ＶＦＭ算出の考え方 

「ＶＦＭ（Ｖａｌｕｅ Ｆｏｒ Ｍｏｎｅｙ）」とは、一般に「支払に対して最も価値の高いサービスを供

給する」という考え方です。同一の目的を有する２つの事業を比較する場合、支払に対して

価値の高いサービスを供給する方を他に対し「ＶＦＭがある」といい、残りの一方を他に対し

「ＶＦＭがない」といいます。 

公共施設等の整備等に関する事業をＰＦＩ事業として実施するかの判断については、ＰＦＩ

事業として実施することが、公共部門が自ら実施する場合に比べてＶＦＭがある場合、効率

的かつ効果的に実施できるという基準を満たすため、ＶＦＭの有無を評価することが基本と

なります。 

ＰＦＩ事業に関するＶＦＭの評価を行うに当たり、公共部門自らが実施する場合とＰＦＩ事業

として実施する場合の公共サービス水準をどのように設定するかによって、評価の際の比較

方法が異なります。 

同一の公共サービス水準のもとで評価する場合、ＶＦＭのＰＳＣ（Ｐｕｂｌｉｃ Ｓｅｃｔｏｒ Ｃｏｍｐ

ａｒａｔｏｒ：従来型手法の事業費）とＰＦＩ事業のＬＣＣとの比較によって行われます。この場合、

ＰＦＩ事業のＬＣＣがＰＳＣを下回ればＰＦＩ事業側にＶＦＭがあり、上回ればＶＦＭがないという

ことになります。 

ＶＦＭの概念図を図９-４に示します。 
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図９-４ VFM の考え方 

（同一の公共サービスの提供水準の下で評価する場合） 
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（２）財務シミュレーション 

各事業方式の建設費、維持管理費を設定し、その財源内訳を明らかにします。 

ア  従来型手法（ＤＢ方式＋直営）の事業費 

＜前提条件の整理＞ 

従来型手法（ＤＢ方式＋直営）の前提条件は、表９-７に示すとおりです。事業期間１５年、

割引率は１.２３４％、財政融資資金貸付金利は０.７％（償還期間２０年、据置３年）を想定

します。 

 

表９-７ 前提条件のまとめ（従来型方式） 

施設概要 汚泥再生処理センター 

事業期間 設計・施工期間３年/運営期間１５年 

割引率の設定 １.２３４％ 

物価上昇率の設定 考慮しない 

起債金利 
財政融資資金貸付金利：０.７％（令和４年１２月時点） 

＊元利均等償還 償還期間２０年 据置３年 

 

 

＜事業費の算定＞ 

従来型手法（ＤＢ方式＋直営）によって本事業を実施した場合に想定される事業費を、

表９-８に示します。 

 

表９-８ 従来型手法の事業費算定結果 
  （単位：千円） 

項 目 金 額 

整備等費用 ５,０９１,２４９ 

運営等費用 ４,４６３,３００ 

利用料金収入 ▲１２０,０００ 

資金調達費用 ２８３,６５０ 

調査等費用 ８８,０００ 

税金 ０ 

補助金・交付金等 ▲１,１２７,５７５ 

事業費合計 

（従来型手法） 
８,６７８,６１８ 

※端数処理の都合上、各項目の合算値と事業費合計額が合わないことがある。 
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＜従来型手法の財源内訳＞ 

・ 補助金・交付金 

本事業では交付金として、環境省の「循環型社会形成推進交付金」を活用します。 

概要を表９-９に示します。 

 

表９-９ 本事業での活用を想定する補助金・交付金の概要 

補助金・交付金名 交付対象施設 交付率 

循環型社会形成推進交付金 有機性廃棄物リサイクル推進施設 １/３ 

 

 

・ 地方債 

本事業において活用が検討される地方債は、「一般廃棄物処理事業債」です。 

概要を表９-１０に示します。 

 

表９-１０ 本事業で活用を想定する地方債の概要 

項 目 設 定 

充 当 率 
交付金対象事業：〔交付対象額-交付金(１/３)〕×９０％ 

単独事業：７５％ 

対象費用 調査、設計、工事、監理委託 

償還期間 ２０年 

償還方法 元金均等 

据置期間 ３年 

金  利 ０.７％（令和４年１２月時点） 
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イ  ＰＦＩ手法等で実施した場合の事業費 

＜前提条件の整理＞ 

本事業をＤＢ方式＋民営、ＤＢＯ方式及びＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式）によって実施する場合

における事業費を算定するため、各方式の前提条件を表９-１１、表９-１２に示します。 

 

 

     表９-１１ 前提条件のまとめ（ＤＢ方式＋民営、ＤＢＯ方式） 

施設概要 汚泥再生処理センター 

事業手法 ＤＢ方式＋民営、ＤＢＯ方式 

事業期間 整備期間３年＋運営期間１５年 

割引率の設定 １.２３４％ 

物価上昇率の設定 考慮しない 

起債金利 財政融資資金貸付金利：０.７％（令和４年１２月時点） 

＊元利均等償還 償還期間２０年 据置３年 

削減率 施設整備費用：０％ 

維持管理・運営費用：６.４％（メーカー見積より） 

公租公課等の設定 法人税：２３.２％ 

地方法人税：１０.３％ 

法人事業税：３.５％ 

法人県民税：１.０％ 

法人市民税：６.０％ 

法人県民税（均等割）：５０千円 

法人市民税（均等割）：１３０千円 

調査等費用 １０１,２００千円 

SPC 設立費用※ １５,６７０千円 

SPC 運営費用※ １３,２９２千円/年 

※ＤＢ方式＋民営の場合（ＳＰＣを設立しない場合）は除く。 
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表９-１２ 前提条件のまとめ（ＢＴＯ方式） 

施設概要 汚泥再生処理センター 

事業手法 ＢＴＯ方式 

事業期間 整備期間３年＋運営期間１５年 

割引率の設定 １.２３４％ 

物価上昇率の設定 考慮しない 

起債金利 財政融資資金貸付金利：０.７％（令和４年１２月時点） 

＊元利均等償還 償還期間２０年 据置３年 

削減率 施設整備費用：０％ 

維持管理・運営費用：６.４％（メーカー見積より） 

ＳＰＣ資金調達金利

の設定 

短期借入金利：１.４７５％ 

長期借入金利：０.６７７２７％ 

公租公課等の設定 法人税：２３.２％ 

地方法人税：１０.３％ 

法人事業税：３.５％ 

法人県民税：１.０％ 

法人市民税：６.０％ 

法人県民税（均等割）：５０千円 

法人市民税（均等割）：１３０千円 

調査等費用 １０１,２００千円 

SPC 設立費用 ２６,６７０千円 

SPC 運営費用 １３,２９２千円/年 

 

  



 

８２ 

 

＜事業費の算定＞ 

ＤＢ方式＋民営、ＤＢＯ方式及びＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式）によって本事業を実施した場合

に想定される事業費を、表９-１３、表９-１４に示します。 

 

表９-１３ ＤＢ方式＋民営、ＤＢＯ方式の事業費算定結果 

（単位：千円） 

項 目 ＤＢ方式＋民営 ＤＢＯ方式 

整備等費用 ５,０９１,２４９ ５,０９１,２４９ 

運営等費用 ４,１７６,２００ ４,１７６,２００ 

利用料金収入 ▲１２０,０００ ▲１２０,０００ 

ＳＰＣ費用 ０ ２１５,０５５ 

資金調達費用 ２８３,６５０ ３２３,６５０ 

調査等費用 １０１,２００ １０１,２００ 

税金 ０ ２,７５７ 

補助金・交付金等 ▲１,１２７,５７５  ▲１,１２７,５７５ 

事業費合計 

（ＤＢＯ手法） 
８,４０４,７１８ ８,６７２,３００ 

※端数処理の都合上、各項目の合算値と事業費合計額が合わないことがある。 

※合計額にはＳＰＣ運営に伴う利益等を見込んでいるが、不確定要素のため項目からは 

除外している。 

 

表９-１４ ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式）の事業費算定結果 

  （単位：千円） 

項 目 金 額 

整備等費用 ５,０９１,２４９ 

運営等費用 ４,１７６,２００ 

利用料金収入 ▲１２０,０００ 

ＳＰＣ費用 ２６５,９３２ 

資金調達費用 ３７１,８６６ 

調査等費用 １０１,２００ 

税金 ２,４９６ 

補助金・交付金等 ▲１,１２７,５７５ 

事業費合計 

（ＰＦＩ手法） 
８,８６７,９１０ 

※端数処理の都合上、各項目の合算値と事業費合計額が合わないことがある。 

※合計額にはＳＰＣ運営に伴う利益等を見込んでいるが、不確定要素のため項目からは 

除外している。 
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（３）ＶＦＭの算出 

従来型方式（ＤＢ方式＋直営）、ＤＢ方式＋民営、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式）につ

いて、ＶＦＭを算定した結果を表９-１５に整理します。 

ＤＢ方式＋民営のＶＦＭ（現在価値）は２３６,７４９千円（３.２％）、ＤＢＯ方式は４,０９８千円

（０.１％）、ＰＦＩ手法（ＢＴＯ）方式は-１１２,３５０千円（-１.５％）となりました。 

 

表９-１５ ＶＦＭ算定結果 

（単位：千円） 

項目 
従来型方式 

(ＤＢ方式＋直営) 
ＤＢ方式＋民営 ＤＢＯ方式 

ＰＦＩ手法 

（ＢＴＯ方式） 

① 整備等費用 ５,０９１,２４９ ５,０９１,２４９ ５,０９１,２４９ ５,０９１,２４９ 

② 運営等費用 ４,４６３,３００ ４,１７６,２００ ４,１７６,２００ ４,１７６,２００ 

③ 利用料金収入 ▲１２０,０００ ▲１２０,０００ ▲１２０,０００ ▲１２０,０００ 

④ ＳＰＣ費用 ０ ０ ２１５,０５５ ２６５,９３２ 

⑤ 資金調達費用 ２８３,６５０ ２８３,６５０ ３２３,６５０ ３７１,８６６ 

⑥ 調査等費用 ８８,０００ １０１,２００ １０１,２００ １０１,２００ 

⑦ 税金 ０ ０ ２,７５７ ２,４９６ 

⑧ 補助金・交付金等 ▲１,１２７,５７５ ▲１,１２７,５７５ ▲１,１２７,５７５ ▲１,１２７,５７５ 

合計（①～⑧） ８,６７８,６１８ ８,４０４,７１８ ８,６７２,３００ ８,８６７,９１０ 

合計（①～⑧：現在価値） ７,４４１,４４８ ７,２０４,６９９ ７,４３７,３５０ ７,５５３,７９８ 

財政負担削減額 － ２３６,７４９ ４,０９８ -１１２,３５０ 

財政削減率（％） － ３.２％ ０.１％ -１.５％ 

 

 

 事業方式の評価 

各事業方式のＶＦＭの概算結果では、現在価値換算の財政負担額が少ない順に 

 

ＤＢ方式＋民営＜ＤＢＯ方式＜従来型方式＜ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式） 

 

となりました。 

よって本計画段階では、類似施設における実績が多数あり、従来型方式と比較してＶＦＭを

見込むことができるＤＢ方式＋民営を新施設における事業方式として導入する方針とします。た

だし、詳細な事業内容やリスク分担の範囲、ＳＰＣの設立の有無等については、今後、より詳しく

検討していく必要があります。 
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 事業実施に当たっての課題整理 

今後、本事業を実施するに当たっての検討課題を以下に示します。 

（１）事業手法の検証 

本調査においては、ＤＢ方式＋民営の導入が最も効果があると評価していますが、今後

の事業推進過程において、市政を取り巻く諸条件は変化していく可能性があります。今後、

本調査における評価視点を中心に、従来型方式を含めた事業手法の検証を適切な時期に

実施することが求められます。 

また、早期に事業手法を公表することは、参画事業者の増加及び競争性の確保につなが

り、コスト縮減効果が期待できます。 

 

（２）競争性の確保 

本事業は、ＤＢ方式＋民営等の民間活力型事業手法を導入して実施することで、ＶＦＭ

（費用削減、サービス水準の向上）の発現を期待していますが、複数の民間事業者が参加

するなど競争性が確保されることが前提となります。 

そのためには、より事業者の意欲を引き出す仕組みを構築するとともに、より多くの事業者

が参加しやすい環境を整えることが重要になります。 

事業者の意欲を引き出す仕組みとしては、事業者の提案を適正に評価するための評価

基準の設定、適正なリスク分担などが考えられます。事業者が参加しやすい環境としては、

参加要件を必要最小限にすること、十分な参画期間を設けることなどが考えられます。 

 

（３）適正な予定価格の設定 

近年は、さまざまな国家プロジェクトの開催、新型コロナウイルス感染症の影響等により、

労務単価や建築資材の高騰に加え、人員不足、資材不足等が発生しています。 

また、令和６年度から本格的に建設業の働き方改革が進められることに伴い、今後はより

一層適正な工期算定や適切な賃金水準の確保などが求められています。 

本事業の実施に当たっては、予定価格を設定する際に直近の物価や各種単価等の上昇

率、必要な工期等を踏まえた適正な事業費の算定を行う必要があります。 

 

（４）適正なモニタリングの実施 

ＤＢ方式＋民営を採用した場合、本市は発注者の立場から民間事業者が適正に事業を

実施しているか、監視（モニタリング）する役割を担うこととなります。 

モニタリングの内容には、民間事業者の事業実施において何らかの不備があった場合に、

当該不備の改善を促すことや、万一改善できなかった際には、民間事業者にペナルティを

与えるといったことも含まれ、事業の適正な実施には必要不可欠な業務であるといえます。 

一方、民間事業者は本市の実施するモニタリングに協力する必要があり、資料作成、現

場対応等を行わなければならないことから、本市のモニタリングの実施内容や頻度等は民
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間事業者のコストに影響を及ぼすことになります。 

そのため、本事業の事業化に際しては、あらかじめモニタリング方法やペナルティ等を検

討し、入札説明書や要求水準書等といった事業者募集資料において、できる限り提示する

ことが必要です。 

また、モニタリングの実施においては、第三者の視点による監視や指導が効果的であるこ

とから、コンサルタント等への委託についても検討する必要があります。 

 

（５）地元業者の活用 

廃棄物処理施設は特殊な施設であるため、プラントメーカーによる設計・施工が基本とな

ります。地域経済の活性化を図るため、地元業者を積極的に活用することは重要ですが、

無理に活用を進めると、コストの増加、作業効率の低下、事業スケジュールの遅延、分離発

注工事の不調等のリスクが生じる可能性があります。 

地元業者の積極的な活用に当たっては、入札時における地域貢献に係る評価基準の設

定、附帯工事の分離発注等により、可能な範囲で活用を促進できるよう検討を行います。 

 

 

 事業スケジュール案 

ＤＢ方式＋民営により事業を実施する場合の、今後のスケジュール（案）を図９-５に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９-５ 今後の事業スケジュール（案） 

 

 

 

  

項目 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

測量調査・地質調査

都市計画変更手続

事業者選定

整備工事（埋設物除去含む）

稼働開始
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第１０章 汚泥再生処理センター整備基本計画 

 背景と目的 

本市は、第一水光園、荒川南部環境セ

ンター、妻沼南河原環境浄化センターの３

つのし尿処理施設を有しています。公共施

設のアセットマネジメントの推進のため、こ

れらの既存３施設を集約した新施設（仮称）

汚泥再生処理センターを現在の第一水光

園の敷地内に整備することが令和元年度

に決定しています。 

本計画では、最新の人口推移やし尿・浄

化槽汚泥の性状調査結果等を踏まえ、新

施設の基本事項及び事業方式等を定める

ことを目的としています。 

 既存３施設の概要を表１０-１に示します。 

 

表１０-１ 既存３施設の概要 

施設名称 第一水光園 荒川南部環境センター 
妻沼南河原 

環境浄化センター 

所在地 熊谷市上之３２７６ 熊谷市津田１７７８ 
行田市大字中江袋 

２６１-１ 

建築年度 昭和５７（１９８２）年 平成１６（２００４）年 平成１０（１９９８）年 

稼働年数  ４０ 年  １８ 年  ２４ 年 

面積 
敷地面積 １３,４５６.００ ㎡ ６,９６１.３８ ㎡ ５,６１１.３３ ㎡ 

建築面積 ４,６４６.２５ ㎡ ３,２５２.１９ ㎡ ２,３５３.００ ㎡ 

処理能力 

し尿 １３１ ｋＬ/日  ４ ｋＬ/日 ２０ ｋＬ/日 

浄化槽汚泥  ２９ ｋＬ/日 ３８ ｋＬ/日 ２５ ｋＬ/日 

計 １６０ ｋＬ/日 ４２ ｋＬ/日 ４５ ｋＬ/日 

処理方式 
低希釈二段活性汚泥法 

＋高度処理 

膜分離高負荷生物脱窒素 

＋高度処理 

高負荷脱窒素 

＋高度処理 

汚泥処理方法 堆肥化（委託処理） 焼却、一部堆肥化 焼却、一部堆肥化 

施設建設費 ２,１５５,５５０ 千円 ２,２５７,５００ 千円 １,２０３,８２５ 千円 

施設運営管理方式 直営 委託 委託 
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 新施設の基本事項 

新施設の概要を表１０-２に示します。 

表１０-２ 新施設計画概要 

施設名称 （仮称）汚泥再生処理センター 

所在地 熊谷市上之３２７６（第一水光園敷地内） 

計画処理能力 １７９ ｋL/日（し尿：７ｋL/日、浄化槽汚泥：１７２ｋL/日） 

水処理方式 固液分離希釈下水道放流方式 

資源化方式 助燃剤化 

稼働予定年度 令和１２年度 

放流先 流域関連公共下水道（上之幹線） 

 

新施設の処理能力は、新施設の稼働予定年度である令和１２年度のし尿・浄化槽汚泥予測

搬入量１６１ｋL/日に月最大変動係数１.１１を乗じた１７９ｋL/日とします。 

予測搬入量の推移を図１０-１に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０-１ し尿及び浄化槽汚泥の予測搬入量（日平均） 

 

新施設の水処理方式は、ＬＣＣ及び施設面積を最小に抑えることができる固液分離希釈下

水道放流方式とします。 

なお、公共下水道へ放流された処理水は、流域関連公共下水道へ接続され、埼玉県が管

理する元荒川水循環センター（桶川市）で処理され、元荒川へ放流されます。 

新施設の計画処理フローを図１０-２に示します。 
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図１０-２ 新施設計画処理フロー 

 

新施設から発生する汚泥等の資源化方式は、既存施設の資源化方式「堆肥化」と比較して

整備費用が安価で、施設面積が小さく、安定した利用先が見込める「助燃剤化」とします。助燃

剤の利用先は、大里広域市町村圏組合が整備を進めている（仮称）新熊谷衛生センター（令和

１２年度稼働開始予定）を予定しています。 

 

新施設は、第一水光園の既存処理棟を稼働させながら、敷地内に整備を行います。 

施設配置及び施設内の動線計画概要図を図１０-３に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０-３ 施設内配置・動線計画 
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新施設から流域関連公共下水道（上之幹線）までの放流管接続の概略図を、図１０-４に示し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０-４ 放流管接続の概略図（熊谷市下水道台帳を一部編集） 
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 事業方式と概算事業費 

新施設の事業方式は、最もＬＣＣを抑えることができる「ＤＢ方式＋民営」としました。これは、

本市が資金調達を行い、設計・施工を民間事業者に一括発注し、新施設を本市が所有した上

で施設の運転及び維持管理を民間事業者に複数年かつ包括的に責任委託する事業手法で

す。 

事業方式「ＤＢ方式＋民営」による概算事業費を表１０-３に示します。 

 

表１０-３ 事業方式「ＤＢ方式＋民営」による概算事業費 

項目   概算事業費（※） 前提条件 

整備等費用 ５,０９１,２４９ 千円 整備期間３年 

運営等費用 ４,１７６,２００ 千円 運営期間１５年、人員７人 

※利用料収入、補助金等の金額を控除していない事業費 

 

 事業のスケジュール 

事業スケジュールの見通しを図１０-５に示します。 

令和５年度に第一水光園敷地内及び放流管計画ルートの測量等を行い、令和６・７年度で

事業者の選定、令和８～１１年で埋設物の撤去及び整備工事の実施、令和１２年度から新施設

の稼働開始を予定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０-５ 事業スケジュールの見通し 
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